
昭
和
五
十
八
年
総
理
府
令
第
一
号

警
備
業
法
施
行
規
則

警
備
業
法
（
昭
和
四
十
七
年
法
律
第
百
十
七
号
）
の
規
定
に
基
づ
き
、
及
び
同
法
を
実
施
す
る
た
め
、
警
備
業
法
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
七
年
総
理
府
令
第
六
十
四
号
）
の
全
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

目
次第

一
章
　
総
則
（
第
一
条
・
第
二
条
）

第
二
章
　
警
備
業
の
認
定
等
の
手
続
（
第
三
条―

第
二
十
六
条
）

第
三
章
　
警
備
業
務
（
第
二
十
七
条―

第
三
十
七
条
）

第
四
章
　
教
育
等

第
一
節
　
教
育
及
び
指
導
監
督
（
第
三
十
八
条―

第
四
十
四
条
）

第
二
節
　
登
録
講
習
機
関
（
第
四
十
五
条―

第
五
十
二
条
）

第
五
章
　
機
械
警
備
業
（
第
五
十
三
条―

第
六
十
五
条
）

第
六
章
　
監
督
（
第
六
十
六
条―
第
七
十
条
）

附
則

第
一
章
　
総
則

（
申
請
書
又
は
届
出
書
の
通
数
）

第
一
条
　
警
備
業
法
（
以
下
「
法
」
と
い
う
。
）
及
び
こ
の
府
令
の
規
定
に
よ
り
都
道
府
県
公
安
委
員
会
（
法
第
五
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
道
公
安
委
員
会
の
権
限
の
委
任
を
受
け
た
方
面
公
安
委
員
会
を
含
む
。
以
下
「
公
安
委
員
会
」

と
い
う
。
）
に
提
出
す
べ
き
申
請
書
又
は
届
出
書
の
通
数
は
、
一
通
と
す
る
。

（
警
備
業
務
用
機
械
装
置
）

第
二
条
　
法
第
二
条
第
五
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
装
置
は
、
電
話
そ
の
他
送
信
者
の
音
声
を
送
信
し
、
及
び
受
信
す
る
た
め
の
装
置
以
外
の
装
置
と
す
る
。

第
二
章
　
警
備
業
の
認
定
等
の
手
続

（
認
定
等
の
申
請
）

第
三
条
　
法
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
認
定
申
請
書
（
以
下
「
認
定
申
請
書
」
と
い
う
。
）
及
び
法
第
七
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
認
定
更
新
申
請
書
（
以
下
「
認
定
更
新
申
請
書
」
と
い
う
。
）

の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
一
号
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
認
定
申
請
書
又
は
認
定
更
新
申
請
書
を
提
出
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長
を
経
由
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
四
条
　
法
第
五
条
第
一
項
（
法
第
七
条
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
個
人
で
あ
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
履
歴
書
及
び
住
民
票
の
写
し
（
住
民
基
本
台
帳
法
（
昭
和
四
十
二
年
法
律
第
八
十
一
号
）
第
七
条
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
（
外
国
人
に
あ
つ
て
は
、
同
法
第
三
十
条
の
四
十
五
に
規
定
す
る
国
籍
等
）
を
記
載
し
た
も
の
に
限

る
。
）

ロ
　
法
第
三
条
第
一
号
か
ら
第
八
号
ま
で
及
び
第
十
一
号
に
掲
げ
る
者
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

ハ
　
民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
百
四
十
九
号
）
附
則
第
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
準
禁
治
産
者
又
は
破
産
手
続
開
始
の
決
定
を
受
け
て
復
権
を
得
な
い
者
に
該
当

し
な
い
旨
の
市
町
村
（
特
別
区
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
長
の
証
明
書

ニ
　
法
第
三
条
第
六
号
に
掲
げ
る
者
に
該
当
し
な
い
旨
の
医
師
の
診
断
書

ホ
　
精
神
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
法
第
三
条
第
七
号
に
掲
げ
る
者
に
該
当
し
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ
る
か
ど
う
か
の
別
を
記
載
し
た
も
の
に
限
る
。
）

ヘ
　
未
成
年
者
で
警
備
業
に
関
し
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
る
も
の
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
法
定
代
理
人
の
氏
名
及
び
住
所
（
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
名
称
及
び
住
所
並
び
に
代
表
者
の
氏
名
）
を
記

載
し
た
書
面
並
び
に
当
該
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
（
警
備
業
者
の
相
続
人
で
あ
る
未
成
年
者
で
警
備
業
に
関
し
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い
も
の
に
あ
つ
て
は
、
被
相
続
人
の
氏
名
及
び
住
所
並
び

に
警
備
業
に
係
る
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
を
記
載
し
た
書
面
並
び
に
そ
の
法
定
代
理
人
に
係
る
イ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
書
類
（
法
定
代
理
人
が
法
人
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
そ
の
法
人
に
係
る
次
号
イ
か
ら
ハ
ま
で
に

掲
げ
る
書
類
）
）

二
　
法
人
で
あ
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
定
款
及
び
登
記
事
項
証
明
書

ロ
　
役
員
に
係
る
前
号
イ
及
び
ハ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
書
類

ハ
　
法
第
三
条
第
一
号
か
ら
第
三
号
ま
で
、
第
十
号
及
び
第
十
一
号
に
掲
げ
る
者
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

三
　
選
任
す
る
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
（
以
下
「
指
導
教
育
責
任
者
」
と
い
う
。
）
に
係
る
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
（
以
下
「
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
」
と
い
う
。
）
の
写
し

ロ
　
誠
実
に
業
務
を
行
う
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

ハ
　
第
一
号
イ
、
ハ
及
び
ニ
に
掲
げ
る
書
類

ニ
　
法
第
二
十
二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
者
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

1



２
　
公
安
委
員
会
は
、
認
定
申
請
書
又
は
認
定
更
新
申
請
書
を
提
出
し
た
者
（
警
備
業
者
の
相
続
人
で
あ
る
未
成
年
者
で
警
備
業
に
関
し
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い
も
の
で
あ
る
場
合
は
そ
の
法
定
代
理
人
（
法
定
代
理
人
が
法
人

で
あ
る
場
合
は
そ
の
役
員
）
を
含
み
、
法
人
で
あ
る
場
合
は
そ
の
役
員
と
す
る
。
）
が
法
第
三
条
第
七
号
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
者
に
法
第
五
十
一
条
に
規
定
す

る
医
師
の
診
断
を
受
け
る
こ
と
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。

（
通
知
の
方
法
）

第
五
条
　
法
第
五
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
理
由
を
付
し
た
通
知
書
を
交
付
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

（
標
識
の
様
式
）

第
六
条
　
法
第
六
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
様
式
は
、
別
記
様
式
第
二
号
の
と
お
り
と
す
る
。

（
標
識
の
閲
覧
）

第
七
条
　
法
第
六
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
場
合
は
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場
合
と
す
る
。

一
　
常
時
使
用
す
る
従
業
者
の
数
が
五
人
以
下
で
あ
る
場
合

二
　
当
該
警
備
業
者
が
管
理
す
る
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
を
有
し
て
い
な
い
場
合

２
　
法
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
公
衆
の
閲
覧
は
、
当
該
警
備
業
者
の
ウ
ェ
ブ
サ
イ
ト
へ
の
掲
載
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
認
定
の
有
効
期
間
の
更
新
の
申
請
）

第
八
条
　
法
第
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
有
効
期
間
の
更
新
の
申
請
は
、
法
第
四
条
に
規
定
す
る
認
定
（
以
下
「
認
定
」
と
い
う
。
）
の
有
効
期
間
の
満
了
の
日
の
三
十
日
前
ま
で
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
認
定
の
有
効
期
間
の
更
新
）

第
九
条
　
法
第
七
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
有
効
期
間
を
更
新
し
た
と
き
は
、
更
新
を
申
請
し
た
者
に
そ
の
旨
を
通
知
す
る
も
の
と
す
る
。

（
通
知
の
方
法
）

第
十
条
　
法
第
七
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
る
通
知
は
、
理
由
を
付
し
た
通
知
書
を
交
付
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

（
営
業
所
の
届
出
等
）

第
十
一
条
　
法
第
九
条
に
規
定
す
る
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
四
号
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
前
項
の
届
出
書
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
営
業
所
を
設
け
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
当
該
営
業
所
の
所
在
地
（
当
該
営
業
所
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
い
ず
れ
か
一
の
営
業
所
の
所
在
地
）
の
所
轄
警

察
署
長
を
経
由
し
て
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
で
警
備
業
務
を
行
お
う
と
す
る
場
合
（
営
業
所
を
設
け
よ
う
と
す
る
場
合
を
除
く
。
）
に
あ
つ
て
は
当
該
警
備
業
務
を
行
お
う
と
す
る
場
所
（
当
該
場
所
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
あ
つ

て
は
、
そ
の
い
ず
れ
か
一
の
場
所
）
の
所
轄
警
察
署
長
を
経
由
し
て
、
当
該
営
業
所
を
設
け
、
又
は
警
備
業
務
を
行
お
う
と
す
る
日
の
前
日
ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
二
条
　
法
第
九
条
第
三
号
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
認
定
を
し
た
公
安
委
員
会
の
名
称
及
び
認
定
の
番
号

二
　
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
設
け
よ
う
と
す
る
営
業
所
又
は
当
該
区
域
内
で
行
お
う
と
す
る
警
備
業
務
に
係
る
営
業
所
の
名
称
及
び
所
在
地
並
び
に
こ
れ
ら
の
営
業
所
に
お
い
て
取
り
扱
う
警
備
業
務
の
区
分
（
法
第
二
条
第
一

項
各
号
の
警
備
業
務
の
区
分
を
い
う
。
第
三
十
八
条
第
三
項
を
除
き
、
以
下
同
じ
。
）

三
　
前
号
の
営
業
所
に
お
い
て
取
り
扱
う
警
備
業
務
の
区
分
ご
と
に
、
選
任
す
る
指
導
教
育
責
任
者
の
氏
名
及
び
住
所

第
十
三
条
　
法
第
九
条
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
設
け
よ
う
と
す
る
営
業
所
に
つ
い
て
選
任
す
る
指
導
教
育
責
任
者
に
係
る
第
四
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
（
当
該
指
導
教
育
責
任
者
に
係

る
同
項
第
一
号
ハ
及
び
ニ
に
掲
げ
る
書
類
を
除
く
。
）
と
す
る
。

第
十
四
条
　
法
第
九
条
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
警
備
業
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
お
い
て
継
続
し
て
行
う
期
間
が
三
十
日
以
内
で
、
か
つ
、
従
事
さ
せ
る
警
備
員
の
数
が
一
日
に
つ
き
五
人
以
内
で
あ
る
警
備
業
務

二
　
法
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
警
備
業
務
で
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
当
該
運
搬
物
の
発
送
場
所
及
び
到
達
場
所
が
な
い
も
の

（
廃
止
の
届
出
）

第
十
五
条
　
法
第
十
条
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
五
号
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
前
項
の
届
出
書
は
、
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長
（
警
備
業
を
廃
止
し
た
時
に
お
い
て
主
た
る
営
業
所
の
所
在
す
る
都
道
府
県
以
外
の
都
道
府
県
の
区
域
内
に
営
業
所
を
設
け
、
又
は
当
該
区
域
内
で
法
第
九
条
に

規
定
す
る
警
備
業
務
（
第
十
九
条
第
三
号
、
第
二
十
一
条
及
び
第
二
十
三
条
第
二
号
に
お
い
て
単
に
「
警
備
業
務
」
と
い
う
。
）
を
行
つ
て
い
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長
及
び
第
二
十
一
条
第

二
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
警
察
署
長
）
を
経
由
し
て
、
警
備
業
を
廃
止
し
た
日
か
ら
十
日
以
内
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
十
六
条
　
法
第
十
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
廃
止
の
年
月
日
及
び
廃
止
の
事
由
と
す
る
。

（
法
第
五
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
変
更
の
届
出
）

第
十
七
条
　
法
第
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
六
号
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
前
項
の
届
出
書
は
、
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長
を
経
由
し
て
、
当
該
変
更
の
日
か
ら
十
日
（
当
該
届
出
書
に
登
記
事
項
証
明
書
を
添
付
す
べ
き
場
合
に
あ
つ
て
は
、
二
十
日
）
以
内
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

第
十
八
条
　
法
第
十
一
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
当
該
変
更
に
係
る
変
更
年
月
日
、
変
更
事
項
及
び
変
更
の
事
由
と
す
る
。

第
十
九
条
　
法
第
十
一
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
第
四
条
第
一
項
各
号
に
掲
げ
る
書
類
の
う
ち
、
当
該
変
更
事
項
に
係
る
書
類

二
　
法
第
十
一
条
第
二
項
に
規
定
す
る
事
項
に
変
更
が
あ
つ
た
こ
と
を
理
由
と
す
る
届
出
に
あ
つ
て
は
、
同
項
に
規
定
す
る
他
の
公
安
委
員
会
の
名
称
を
記
載
し
た
書
面

2



三
　
都
道
府
県
の
区
域
を
異
に
し
て
主
た
る
営
業
所
を
変
更
し
た
こ
と
を
理
由
と
す
る
届
出
に
あ
つ
て
は
、
法
第
五
条
第
一
項
第
二
号
及
び
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
（
変
更
後
の
主
た
る
営
業
所
の
所
在
す
る
都
道
府
県
の
区
域
内
に

所
在
す
る
営
業
所
及
び
当
該
区
域
内
で
行
う
警
備
業
務
に
係
る
営
業
所
に
係
る
も
の
を
除
く
。
）
を
記
載
し
た
書
面

第
二
十
条
　
削
除

（
法
第
九
条
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
の
変
更
の
届
出
）

第
二
十
一
条
　
法
第
十
一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
七
号
の
と
お
り
と
す
る
。
た
だ
し
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
お
い
て
警
備
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な
つ
た

場
合
の
届
出
に
係
る
届
出
書
に
つ
い
て
は
、
別
記
様
式
第
八
号
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
前
項
本
文
の
届
出
書
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
場
合
に
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
警
察
署
長
を
経
由
し
て
、
当
該
変
更
の
日
か
ら
十
日
以
内
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
主
た
る
営
業
所
の
所
在
す
る
都
道
府
県
以
外
の
都
道
府
県
の
区
域
を
管
轄
す
る
公
安
委
員
会
に
当
該
届
出
書
を
提
出
す
る
場
合
　
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
警
察
署
長
（
当
該
区
域
内
に
主

た
る
営
業
所
が
所
在
し
て
い
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
都
道
府
県
の
区
域
を
異
に
し
て
当
該
営
業
所
を
変
更
す
る
前
の
そ
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長
）

二
　
主
た
る
営
業
所
の
所
在
す
る
都
道
府
県
の
区
域
内
で
当
該
都
道
府
県
の
区
域
外
に
所
在
す
る
営
業
所
に
係
る
警
備
業
務
を
行
い
又
は
行
わ
な
い
こ
と
と
な
つ
た
こ
と
を
理
由
と
し
て
当
該
届
出
書
を
提
出
す
る
場
合
　
主
た
る
営

業
所
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長

３
　
第
一
項
た
だ
し
書
の
届
出
書
は
、
前
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
警
察
署
長
を
経
由
し
て
、
警
備
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な
つ
た
日
か
ら
十
日
以
内
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
十
二
条
　
法
第
十
一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
当
該
変
更
に
係
る
変
更
年
月
日
、
変
更
事
項
及
び
変
更
の
事
由
と
す
る
。

第
二
十
三
条
　
法
第
十
一
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
同
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
第
十
三
条
に
規
定
す
る
書
類
の
う
ち
、
当
該
変
更
事
項
に
係
る
書
類

二
　
第
二
十
一
条
第
二
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
警
察
署
長
の
管
轄
区
域
内
に
お
い
て
警
備
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
（
当
該
変
更
に
係
る
公
安
委
員
会
の
管
轄
区
域
内
に
お
い
て
警
備
業

務
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
を
除
く
。
）
の
届
出
に
あ
つ
て
は
、
当
該
公
安
委
員
会
の
管
轄
区
域
内
に
営
業
所
が
所
在
す
る
と
き
は
当
該
営
業
所
の
所
在
地
（
当
該
営
業
所
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
い
ず
れ

か
一
の
営
業
所
の
所
在
地
）
の
所
轄
警
察
署
長
の
名
称
を
、
当
該
区
域
内
に
営
業
所
が
所
在
し
な
い
と
き
は
当
該
区
域
内
で
警
備
業
務
を
行
う
場
所
（
当
該
場
所
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
い
ず
れ
か
一
の
場
所
）

の
所
轄
警
察
署
長
の
名
称
を
記
載
し
た
書
面

第
二
十
四
条
　
前
条
第
二
号
に
規
定
す
る
届
出
に
係
る
届
出
書
の
提
出
は
、
第
二
十
一
条
第
二
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
警
察
署
長
に
代
え
て
、
当
該
届
出
書
に
添
付
し
た
前
条
第
二
号
に
掲
げ
る
書
面
に

そ
の
名
称
を
記
載
し
た
所
轄
警
察
署
長
を
経
由
し
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
前
条
第
二
号
に
規
定
す
る
届
出
を
し
た
警
備
業
者
に
つ
い
て
は
、
前
項
に
規
定
す
る
所
轄
警
察
署
長
を
第
二
十
一
条
第
二
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
警
察
署
長
と
み
な
し
て
、
こ
の
府
令
の
規
定
を
適

用
す
る
。

（
死
亡
等
の
届
出
）

第
二
十
五
条
　
法
第
十
二
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
の
提
出
は
、
同
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
の
提
出
に
あ
つ
て
は
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長
（
法
第
九
条
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
の
提

出
を
し
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長
及
び
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
警
察
署
長
）
を
経
由
し
て
、
法
第
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
書
の
提
出
に

あ
つ
て
は
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
警
察
署
長
を
経
由
し
て
、
当
該
事
由
の
発
生
の
日
か
ら
十
日
以
内
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
十
六
条
　
法
第
十
二
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
届
出
書
を
提
出
す
べ
き
こ
と
と
な
つ
た
事
由
及
び
当
該
事
由
の
発
生
年
月
日
と
す
る
。

第
三
章
　
警
備
業
務

（
内
閣
府
令
で
定
め
る
公
務
員
）

第
二
十
七
条
　
法
第
十
六
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
公
務
員
は
、
警
察
官
及
び
海
上
保
安
官
と
す
る
。

（
服
装
及
び
護
身
用
具
の
届
出
）

第
二
十
八
条
　
法
第
十
六
条
第
二
項
（
法
第
十
七
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
次
条
か
ら
第
三
十
一
条
ま
で
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
規
定
す
る
届
出
書
の
様
式
は
、
服
装
の
届
出
に
係
る
届
出
書
に
あ
つ
て
は
別
記
様
式

第
九
号
の
と
お
り
と
し
、
護
身
用
具
の
届
出
に
係
る
届
出
書
に
あ
つ
て
は
別
記
様
式
第
十
号
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
前
項
の
届
出
書
は
、
第
三
条
第
二
項
又
は
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
警
察
署
長
を
経
由
し
て
、
当
該
警
備
業
務
の
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
十
九
条
　
法
第
十
六
条
第
二
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
服
装
の
届
出
に
あ
つ
て
は
当
該
服
装
に
付
け
る
標
章
の
位
置
及
び
型
式
並
び
に
当
該
服
装
を
用
い
て
行
う
警
備
業
務
の
内
容
と
し
、
護
身
用
具
の
届
出
に
あ
つ
て

は
護
身
用
具
の
機
能
及
び
使
用
基
準
並
び
に
当
該
護
身
用
具
を
携
帯
し
て
行
う
警
備
業
務
の
内
容
と
す
る
。

第
三
十
条
　
法
第
十
六
条
第
二
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
服
装
（
制
服
で
な
い
服
装
に
あ
つ
て
は
、
標
章
を
付
け
る
も
の
に
限
る
。
）
の
届
出
に
係
る
届
出
書
に
あ
つ
て
は
、
服
装
の
種
類
ご
と
に
、
当
該
服
装
を
用
い
た
警
備

員
の
正
面
及
び
側
面
の
全
身
の
縦
の
長
さ
十
二
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
横
の
長
さ
八
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
の
写
真
（
無
背
景
で
色
彩
を
識
別
す
る
こ
と
の
で
き
る
も
の
に
限
る
。
）
各
一
枚
と
し
、
護
身
用
具
の
届
出
に
係
る
届
出
書
に
あ
つ

て
は
、
護
身
用
具
の
種
類
ご
と
に
、
護
身
用
具
の
縦
の
長
さ
十
二
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
横
の
長
さ
八
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
の
写
真
（
色
彩
を
識
別
す
る
こ
と
の
で
き
る
も
の
に
限
る
。
）
一
枚
と
す
る
。

第
三
十
一
条
　
法
第
十
六
条
第
二
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
警
備
業
務
は
、
第
十
四
条
各
号
に
掲
げ
る
警
備
業
務
と
す
る
。

（
服
装
等
の
変
更
の
届
出
）

第
三
十
二
条
　
法
第
十
六
条
第
三
項
及
び
法
第
十
七
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
一
条
第
一
項
に
規
定
す
る
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
一
号
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
前
項
の
届
出
書
は
、
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長
又
は
第
二
十
一
条
第
二
項
第
一
号
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
る
警
察
署
長
を
経
由
し
て
、
当
該
変
更
に
係
る
服
装
の
使
用
又
は
護
身
用
具
の
携
帯

の
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
法
第
十
六
条
第
三
項
及
び
法
第
十
七
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
一
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
当
該
変
更
に
係
る
変
更
年
月
日
、
変
更
事
項
及
び
変
更
の
事
由
と
す
る
。

４
　
法
第
十
六
条
第
三
項
及
び
法
第
十
七
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
十
一
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
第
三
十
条
に
規
定
す
る
書
類
の
う
ち
、
当
該
変
更
事
項
に
係
る
書
類
と
す
る
。
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（
書
面
の
交
付
）

第
三
十
三
条
　
法
第
十
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
警
備
業
務
の
依
頼
者
に
対
し
て
交
付
す
る
契
約
の
概
要
に
つ
い
て
記
載
し
た
書
面
に
は
、
当
該
契
約
に
係
る
次
の
事
項
を
明
記
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
の
警
備
業
務
（
機
械
警
備
業
務
を
除
く
。
）
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
警
備
業
者
の
氏
名
又
は
名
称
、
住
所
及
び
電
話
番
号
並
び
に
法
人
に
あ
つ
て
は
代
表
者
の
氏
名

ロ
　
警
備
業
務
を
行
う
日
及
び
時
間
帯

ハ
　
警
備
業
務
対
象
施
設
の
名
称
及
び
所
在
地

ニ
　
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
る
警
備
員
の
人
数
及
び
担
当
業
務

ホ
　
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
る
警
備
員
が
有
す
る
知
識
及
び
技
能

ヘ
　
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
る
警
備
員
が
用
い
る
服
装

ト
　
警
備
業
務
を
実
施
す
る
た
め
に
使
用
す
る
機
器
又
は
各
種
資
機
材

チ
　
警
備
業
務
対
象
施
設
の
鍵
の
管
理
に
関
す
る
事
項

リ
　
警
備
業
務
対
象
施
設
に
お
け
る
盗
難
等
の
事
故
発
生
時
の
措
置

ヌ
　
報
告
の
方
法
、
頻
度
及
び
時
期
そ
の
他
の
警
備
業
務
の
依
頼
者
へ
の
報
告
に
関
す
る
事
項

ル
　
警
備
業
務
の
対
価
そ
の
他
の
当
該
警
備
業
務
の
依
頼
者
が
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
金
銭
の
額

ヲ
　
ル
の
金
銭
の
支
払
の
時
期
及
び
方
法

ワ
　
警
備
業
務
を
行
う
期
間

カ
　
警
備
業
務
の
再
委
託
に
関
す
る
事
項

ヨ
　
免
責
に
関
す
る
事
項

タ
　
損
害
賠
償
の
範
囲
、
損
害
賠
償
額
そ
の
他
の
損
害
賠
償
に
関
す
る
事
項

レ
　
契
約
の
更
新
に
関
す
る
事
項

ソ
　
契
約
の
変
更
に
関
す
る
事
項

ツ
　
契
約
の
解
除
に
関
す
る
事
項

ネ
　
警
備
業
務
に
係
る
苦
情
を
受
け
付
け
る
た
め
の
窓
口

ナ
　
特
約
が
あ
る
と
き
は
、
そ
の
内
容

二
　
法
第
二
条
第
一
項
第
二
号
の
警
備
業
務
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
警
備
業
務
を
行
う
こ
と
と
す
る
場
所

ロ
　
警
備
業
務
を
行
う
こ
と
と
す
る
場
所
に
お
け
る
負
傷
等
の
事
故
発
生
時
の
措
置

ハ
　
前
号
イ
、
ロ
、
ニ
か
ら
ト
ま
で
及
び
ヌ
か
ら
ナ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項

三
　
法
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
警
備
業
務
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
運
搬
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
現
金
、
貴
金
属
、
美
術
品
等
で
あ
つ
て
、
警
備
業
務
の
対
象
と
す
る
も
の

ロ
　
警
備
業
務
を
行
う
路
程

ハ
　
二
以
上
の
車
両
を
使
用
し
て
警
備
業
務
を
行
う
と
き
は
、
こ
れ
ら
の
車
両
の
車
列
の
編
成

ニ
　
運
搬
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
現
金
、
貴
金
属
、
美
術
品
等
で
あ
つ
て
、
警
備
業
務
の
対
象
と
す
る
も
の
の
管
理
に
関
す
る
事
項

ホ
　
運
搬
さ
れ
る
こ
と
と
な
る
現
金
、
貴
金
属
、
美
術
品
等
で
あ
つ
て
、
警
備
業
務
の
対
象
と
す
る
も
の
に
係
る
盗
難
等
の
事
故
発
生
時
の
措
置

ヘ
　
第
一
号
イ
、
ロ
、
ニ
か
ら
ト
ま
で
及
び
ヌ
か
ら
ナ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項

四
　
法
第
二
条
第
一
項
第
四
号
の
警
備
業
務
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
警
備
業
務
の
対
象
と
な
る
者
の
氏
名
及
び
住
所
又
は
居
所

ロ
　
警
備
業
務
の
対
象
と
な
る
者
に
対
す
る
危
害
が
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
り
、
又
は
発
生
し
た
と
き
の
措
置

ハ
　
第
一
号
イ
、
ロ
、
ニ
か
ら
ト
ま
で
及
び
ヌ
か
ら
ナ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項

五
　
機
械
警
備
業
務
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

イ
　
基
地
局
及
び
待
機
所
の
所
在
地

ロ
　
盗
難
等
の
事
故
の
発
生
に
関
す
る
情
報
を
感
知
す
る
機
器
の
設
置
場
所
及
び
種
類
そ
の
他
警
備
業
務
用
機
械
装
置
の
概
要

ハ
　
待
機
所
か
ら
警
備
業
務
対
象
施
設
ま
で
の
路
程
（
当
該
路
程
を
記
載
す
る
こ
と
が
困
難
な
事
情
が
あ
る
と
き
は
、
基
地
局
に
お
い
て
盗
難
等
の
事
故
の
発
生
に
関
す
る
情
報
を
受
信
し
た
場
合
に
そ
の
受
信
の
時
か
ら
警
備
員

が
現
場
に
到
着
す
る
時
ま
で
に
通
常
要
す
る
時
間
）

ニ
　
送
信
機
器
の
維
持
管
理
の
方
法

ホ
　
第
一
号
イ
か
ら
ナ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項

第
三
十
四
条
　
法
第
十
九
条
第
二
項
第
一
号
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。
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一
　
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
の
警
備
業
務
（
機
械
警
備
業
務
を
除
く
。
）
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
ロ
か
ら
ヌ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項

二
　
法
第
二
条
第
一
項
第
二
号
の
警
備
業
務
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
ロ
、
ニ
か
ら
ト
ま
で
及
び
ヌ
並
び
に
同
項
第
二
号
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
事
項

三
　
法
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
警
備
業
務
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
ロ
、
ニ
か
ら
ト
ま
で
及
び
ヌ
並
び
に
同
項
第
三
号
イ
か
ら
ホ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項

四
　
法
第
二
条
第
一
項
第
四
号
の
警
備
業
務
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
ロ
、
ニ
か
ら
ト
ま
で
及
び
ヌ
並
び
に
同
項
第
四
号
イ
及
び
ロ
に
掲
げ
る
事
項

五
　
機
械
警
備
業
務
を
行
う
契
約
に
あ
つ
て
は
、
前
条
第
一
項
第
一
号
ロ
か
ら
ヌ
ま
で
及
び
同
項
第
五
号
イ
か
ら
ニ
ま
で
に
掲
げ
る
事
項

２
　
法
第
十
九
条
第
二
項
第
六
号
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
契
約
の
締
結
年
月
日

二
　
前
条
第
一
項
第
一
号
カ
か
ら
ソ
ま
で
、
ネ
及
び
ナ
に
掲
げ
る
事
項

第
三
十
五
条
　
法
第
十
九
条
第
一
項
及
び
第
二
項
の
書
面
を
警
備
業
務
の
依
頼
者
に
交
付
す
る
場
合
は
、
警
備
業
務
の
依
頼
者
に
当
該
書
面
を
十
分
に
読
む
べ
き
旨
を
告
げ
て
交
付
す
る
方
法
そ
の
他
の
警
備
業
務
の
依
頼
者
が
確
実
に

当
該
書
面
の
記
載
内
容
を
了
知
す
る
方
法
に
よ
り
交
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
情
報
通
信
の
技
術
を
利
用
す
る
方
法
）

第
三
十
六
条
　
法
第
十
九
条
第
三
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
と
お
り
と
す
る
。

一
　
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
の
う
ち
イ
又
は
ロ
に
掲
げ
る
も
の

イ
　
警
備
業
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
当
該
警
備
業
務
の
依
頼
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
接
続
す
る
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
送
信
し
、
受
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録

す
る
方
法

ロ
　
警
備
業
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
た
法
第
十
九
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
書
面
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
当
該
警
備
業
務
の
依
頼
者
の
閲
覧

に
供
し
、
当
該
警
備
業
務
の
依
頼
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
事
項
を
記
録
す
る
方
法
（
法
第
十
九
条
第
三
項
前
段
に
規
定
す
る
方
法
に
よ
る
提
供
を
受
け
る
旨
の
承
諾
又
は
受
け
な
い
旨

の
申
出
を
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
警
備
業
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
そ
の
旨
を
記
録
す
る
方
法
）

二
　
電
磁
的
記
録
媒
体
（
電
子
的
方
式
、
磁
気
的
方
式
そ
の
他
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
は
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
式
で
作
ら
れ
る
記
録
で
あ
つ
て
電
子
計
算
機
に
よ
る
情
報
処
理
の
用
に
供
さ
れ
る
も
の
に
係
る
記
録
媒
体
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
を
も
つ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
法
第
十
九
条
第
一
項
又
は
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
書
面
に
記
載
す
べ
き
事
項
を
記
録
し
た
も
の
を
交
付
す
る
方
法

２
　
前
項
に
規
定
す
る
方
法
は
、
当
該
警
備
業
務
の
依
頼
者
が
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
を
出
力
す
る
こ
と
に
よ
る
書
面
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
第
一
号
の
「
電
子
情
報
処
理
組
織
」
と
は
、
警
備
業
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
、
当
該
警
備
業
務
の
依
頼
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
い
う
。

第
三
十
七
条
　
警
備
業
法
施
行
令
第
一
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
示
す
べ
き
方
法
の
種
類
及
び
内
容
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
と
す
る
。

一
　
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
方
法
の
う
ち
警
備
業
者
が
使
用
す
る
も
の

二
　
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
の
方
式

第
四
章
　
教
育
等

第
一
節
　
教
育
及
び
指
導
監
督

（
教
育
）

第
三
十
八
条
　
法
第
二
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
警
備
員
に
対
す
る
教
育
（
以
下
「
警
備
員
教
育
」
と
い
う
。
）
は
、
基
本
教
育
、
業
務
別
教
育
並
び
に
必
要
に
応
じ
て
行
う
警
備
業
務
に
関
す
る
知
識
及
び
技
能
の
向
上
の
た
め
の

教
育
と
す
る
。

２
　
基
本
教
育
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
警
備
員
（
法
第
二
十
三
条
第
四
項
の
合
格
証
明
書
（
以
下
「
合
格
証
明
書
」
と
い
う
。
）
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
及
び
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員

を
除
く
。
）
の
区
分
に
応
じ
、
警
備
業
務
に
関
す
る
基
本
的
な
知
識
及
び
技
能
に
係
る
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
教
育
事
項
に
つ
い
て
行
う
教
育
と
す
る
。

警
備
員
の
区
分

教
育
事
項

一

新
た
に
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
警
備
員

イ
　
警
備
業
務
実
施
の
基
本
原
則
に
関
す
る
こ
と
。

ロ
　
警
備
員
の
資
質
の
向
上
に
関
す
る
こ
と
。

ハ
　
警
備
業
法
そ
の
他
警
備
業
務
の
適
正
な
実
施
に
必
要
な
法
令
に
関
す
る
こ
と
。

ニ
　
事
故
の
発
生
時
に
お
け
る
警
察
機
関
へ
の
連
絡
そ
の
他
応
急
の
措
置
に
関
す
る
こ
と
。

ホ
　
護
身
用
具
の
使
用
方
法
そ
の
他
の
護
身
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

二

現
に
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
て
い
る
警
備
員

イ
　
警
備
業
務
実
施
の
基
本
原
則
に
関
す
る
こ
と
。

ロ
　
警
備
業
法
そ
の
他
警
備
業
務
の
適
正
な
実
施
に
必
要
な
法
令
に
関
す
る
こ
と
。

ハ
　
事
故
の
発
生
時
に
お
け
る
警
察
機
関
へ
の
連
絡
そ
の
他
応
急
の
措
置
に
関
す
る
こ
と
。

備
考

一
　
基
本
教
育
は
、
指
導
教
育
責
任
者
又
は
当
該
教
育
に
つ
い
て
こ
れ
と
同
等
の
知
識
経
験
が
あ
る
者
と
し
て
国
家
公
安
委
員
会
が
定
め
る
者
が
行
う
も
の
と
す
る
。

二
　
こ
の
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
教
育
事
項
の
う
ち
、
同
表
の
一
の
項
ニ
及
び
ホ
並
び
に
二
の
項
ハ
に
掲
げ
る
教
育
事
項
に
つ
い
て
の
教
育
は
、
講
義
の
方
法
及
び
実
技
訓
練
の
方
法
に
よ
る
も
の
と
し
、
そ
の
他
の
教
育
事
項
に
つ
い
て

の
教
育
は
、
講
義
の
方
法
（
同
表
の
一
の
項
ロ
に
掲
げ
る
教
育
事
項
に
つ
い
て
の
教
育
に
あ
つ
て
は
、
講
義
の
方
法
又
は
実
技
訓
練
の
方
法
）
に
よ
る
も
の
と
す
る
。

5



三
　
前
号
及
び
次
項
の
講
義
の
方
法
は
、
教
本
、
視
聴
覚
教
材
等
必
要
な
教
材
を
用
い
て
行
う
方
法
（
電
気
通
信
回
線
を
使
用
し
て
行
う
も
の
を
含
む
。
）
と
す
る
。
た
だ
し
、
電
気
通
信
回
線
を
使
用
し
て
行
う
講
義
の
方
法
に
つ
い
て

は
、
次
の
い
ず
れ
に
も
該
当
す
る
も
の
に
限
る
。

イ
　
受
講
者
が
本
人
で
あ
る
か
ど
う
か
を
確
認
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ロ
　
受
講
者
の
受
講
の
状
況
を
確
認
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ハ
　
受
講
者
の
警
備
業
務
に
関
す
る
知
識
の
習
得
の
状
況
を
確
認
で
き
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

ニ
　
質
疑
応
答
の
機
会
が
確
保
さ
れ
て
い
る
も
の
で
あ
る
こ
と
。

３
　
業
務
別
教
育
は
、
警
備
員
を
主
と
し
て
従
事
さ
せ
る
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
警
備
業
務
の
区
分
に
応
じ
、
当
該
警
備
業
務
を
適
正
に
実
施
す
る
た
め
必
要
な
知
識
及
び
技
能
に
係
る
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
教
育
事
項
に
つ
い
て

行
う
教
育
と
す
る
。

警
備
業
務
の
区
分

教
育
事
項

法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
の
警
備
業
務
（
機
械
警
備
業
務

を
除
く
。
）

イ
　
警
備
業
務
対
象
施
設
に
お
け
る
人
又
は
車
両
等
の
出
入
の
管
理
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ロ
　
巡
回
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ハ
　
警
報
装
置
そ
の
他
当
該
警
備
業
務
を
実
施
す
る
た
め
に
使
用
す
る
機
器
の
使
用
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ニ
　
不
審
者
又
は
不
審
な
物
件
を
発
見
し
た
場
合
に
と
る
べ
き
措
置
に
関
す
る
こ
と
。

ホ
　
そ
の
他
当
該
警
備
業
務
を
適
正
に
実
施
す
る
た
め
必
要
な
知
識
及
び
技
能
に
関
す
る
こ
と
。

法
第
二
条
第
一
項
第
二
号
の
警
備
業
務

イ
　
当
該
警
備
業
務
を
適
正
に
実
施
す
る
た
め
必
要
な
道
路
交
通
関
係
法
令
に
関
す
る
こ
と
。

ロ
　
車
両
及
び
歩
行
者
の
誘
導
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ハ
　
人
又
は
車
両
の
雑
踏
す
る
場
所
に
お
け
る
雑
踏
の
整
理
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ニ
　
当
該
警
備
業
務
を
実
施
す
る
た
め
に
使
用
す
る
各
種
資
機
材
の
使
用
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ホ
　
人
若
し
く
は
車
両
の
雑
踏
す
る
場
所
又
は
こ
れ
ら
の
通
行
に
危
険
の
あ
る
場
所
に
お
け
る
負
傷
等
の
事
故
の
発
生
に
際
し
て
と
る
べ
き
措
置
に
関
す
る
こ
と
。

ヘ
　
そ
の
他
当
該
警
備
業
務
を
適
正
に
実
施
す
る
た
め
必
要
な
知
識
及
び
技
能
に
関
す
る
こ
と
。

法
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
警
備
業
務

イ
　
運
搬
に
使
用
す
る
車
両
等
の
構
造
及
び
設
備
に
関
す
る
こ
と
。

ロ
　
車
両
等
に
よ
る
伴
走
及
び
運
搬
中
に
お
け
る
周
囲
の
見
張
り
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ハ
　
運
搬
に
係
る
現
金
、
貴
金
属
、
美
術
品
等
の
積
卸
し
に
際
し
て
の
警
戒
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ニ
　
当
該
警
備
業
務
を
実
施
す
る
た
め
に
使
用
す
る
各
種
資
機
材
の
使
用
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ホ
　
運
搬
中
に
お
け
る
盗
難
等
の
事
故
の
発
生
に
際
し
て
と
る
べ
き
措
置
に
関
す
る
こ
と
。

ヘ
　
そ
の
他
当
該
警
備
業
務
を
適
正
に
実
施
す
る
た
め
必
要
な
知
識
及
び
技
能
に
関
す
る
こ
と
。

法
第
二
条
第
一
項
第
四
号
の
警
備
業
務

イ
　
人
の
身
辺
に
お
け
る
警
戒
に
係
る
警
戒
位
置
そ
の
他
警
戒
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ロ
　
当
該
警
備
業
務
を
実
施
す
る
た
め
に
使
用
す
る
各
種
資
機
材
の
使
用
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ハ
　
不
審
者
又
は
不
審
な
物
件
を
発
見
し
た
場
合
に
と
る
べ
き
措
置
に
関
す
る
こ
と
。

ニ
　
人
の
身
体
に
対
す
る
危
害
の
発
生
を
防
止
す
る
た
め
に
と
る
べ
き
避
難
等
の
措
置
に
関
す
る
こ
と
。

ホ
　
そ
の
他
当
該
警
備
業
務
を
適
正
に
実
施
す
る
た
め
必
要
な
知
識
及
び
技
能
に
関
す
る
こ
と
。

機
械
警
備
業
務

イ
　
当
該
機
械
警
備
業
務
を
実
施
す
る
た
め
に
使
用
す
る
警
備
業
務
用
機
械
装
置
の
機
能
に
関
す
る
こ
と
。

ロ
　
警
備
業
務
用
機
械
装
置
に
よ
る
警
戒
及
び
指
令
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ハ
　
指
令
業
務
に
従
事
す
る
警
備
員
と
現
場
に
向
か
う
警
備
員
と
の
間
の
連
絡
の
方
法
に
関
す
る
こ
と
。

ニ
　
基
地
局
に
お
い
て
盗
難
等
の
事
故
の
発
生
に
関
す
る
情
報
を
受
信
し
た
場
合
に
お
け
る
不
審
者
又
は
不
審
な
物
件
の
発
見
そ
の
他
現
場
に
お
け
る
事
実
の
確
認
の
方
法
に

関
す
る
こ
と
。

ホ
　
そ
の
他
当
該
機
械
警
備
業
務
を
適
正
に
実
施
す
る
た
め
必
要
な
知
識
及
び
技
能
に
関
す
る
こ
と
。

備
考
　
業
務
別
教
育
は
、
講
義
の
方
法
及
び
実
技
訓
練
の
方
法
に
よ
り
、
警
備
業
務
の
区
分
ご
と
に
、
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
指
導
教
育
責
任
者
又
は
当
該
教
育
に
つ
い
て
こ
れ
と
同
等
の
知
識
経
験
が
あ
る
者
と
し
て
国
家
公

安
委
員
会
が
定
め
る
者
が
行
う
も
の
と
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
警
備
員
に
係
る
業
務
別
教
育
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
時
間
数
は
、
当
該
教
育
を
受
け
る
べ
き
警
備
員
一
人
に
対
し
て
警
備
業
務
の

区
分
に
応
じ
た
一
人
以
上
の
指
導
教
育
責
任
者
、
こ
れ
と
同
等
の
知
識
経
験
が
あ
る
者
と
し
て
国
家
公
安
委
員
会
が
定
め
る
者
又
は
二
年
以
上
継
続
し
て
当
該
警
備
業
務
に
従
事
し
て
い
る
警
備
員
が
行
う
実
地
教
育
の
方
法
に
よ
る
こ

と
が
で
き
る
。

一
　
次
項
の
表
の
一
の
項
及
び
七
の
項
に
掲
げ
る
警
備
員
　
こ
れ
ら
の
項
の
下
欄
に
掲
げ
る
教
育
時
間
数
の
う
ち
、
業
務
別
教
育
の
時
間
数
を
二
で
除
し
た
時
間
数
（
当
該
時
間
数
に
三
十
分
以
上
一
時
間
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は

一
時
間
に
切
り
上
げ
、
三
十
分
未
満
の
端
数
が
あ
る
と
き
は
切
り
捨
て
る
も
の
と
す
る
。
第
四
号
に
お
い
て
同
じ
。
）
又
は
五
時
間
の
い
ず
れ
か
少
な
い
時
間
数
を
超
え
な
い
時
間
数

二
　
次
項
の
表
の
二
の
項
に
掲
げ
る
警
備
員
　
同
項
の
下
欄
に
掲
げ
る
教
育
時
間
数
の
う
ち
、
五
時
間
を
超
え
な
い
時
間
数

三
　
次
項
の
表
の
三
の
項
に
掲
げ
る
警
備
員
　
同
項
の
下
欄
に
掲
げ
る
教
育
時
間
数
の
う
ち
、
二
時
間
を
超
え
な
い
時
間
数

6



四
　
次
項
の
表
の
六
の
項
に
掲
げ
る
警
備
員
　
同
項
の
下
欄
に
掲
げ
る
教
育
時
間
数
の
う
ち
、
業
務
別
教
育
の
時
間
数
を
二
で
除
し
た
時
間
数
又
は
二
時
間
の
い
ず
れ
か
少
な
い
時
間
数
を
超
え
な
い
時
間
数

４
　
新
た
に
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
警
備
員
（
合
格
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
当
該
合
格
証
明
書
に
係
る
種
別
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
、
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け

て
い
る
警
備
員
で
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
に
係
る
警
備
業
務
の
区
分
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
並
び
に
合
格
証
明
書
又
は
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
（
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
の
警
備
業
務
に
係
る

も
の
を
除
く
。
）
及
び
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
機
械
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
を
除
く
。
）
に
対
す
る
教
育
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
警
備
員
の
区
分
に
応
じ
、
同
表

の
中
欄
に
掲
げ
る
教
育
の
種
類
に
つ
い
て
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
教
育
時
間
数
以
上
行
う
も
の
と
す
る
。

警
備
員
の
区
分

教
育
の
種
類

教

育

時

間
数

一
二
の
項
か
ら
七
の
項
ま
で
に
掲
げ
る
警
備
員
以
外
の
警
備
員

基
本
教
育
及
び
業

務
別
教
育

二
十
時
間

二
合
格
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
当
該
合
格
証
明
書
に
係
る
種
別
の
警
備
業
務
以
外
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
又
は
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る

警
備
員
で
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
に
係
る
警
備
業
務
の
区
分
以
外
の
区
分
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
（
三
の
項
及
び
六
の
項
に
掲
げ
る
警
備
員
を
除
く
。
）

業
務
別
教
育

十
時
間

三
合
格
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
当
該
合
格
証
明
書
に
係
る
種
別
の
警
備
業
務
以
外
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
又
は
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る

警
備
員
で
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
に
係
る
警
備
業
務
の
区
分
以
外
の
区
分
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
の
う
ち
、
最
近
三
年
間
に
当
該
警
備
業
務
に
従
事
し
た
期
間
が
通
算
し

て
一
年
以
上
で
あ
る
も
の

業
務
別
教
育

三
時
間

四
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
機
械
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
（
五
の
項
及
び
六
の
項
に
掲
げ
る
警
備
員
を
除
く
。
）

基
本
教
育

十
時
間

五
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
機
械
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
の
う
ち
、
最
近
三
年
間
に
警
備
業
務
に
従
事
し
た
期
間
が
通
算
し
て
一
年
以
上
で
あ

る
も
の
又
は
警
察
官
の
職
に
あ
つ
た
期
間
が
通
算
し
て
一
年
以
上
で
あ
る
も
の

基
本
教
育

三
時
間

六
最
近
三
年
間
に
業
務
別
教
育
に
係
る
警
備
業
務
の
区
分
の
警
備
業
務
に
従
事
し
た
期
間
が
通
算
し
て
一
年
以
上
で
あ
る
警
備
員
で
当
該
区
分
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
（
三
の
項
及
び

五
の
項
に
掲
げ
る
警
備
員
を
除
く
。
）

基
本
教
育
及
び
業

務
別
教
育

七
時
間

七
最
近
三
年
間
に
業
務
別
教
育
に
係
る
警
備
業
務
の
区
分
の
警
備
業
務
に
従
事
し
た
期
間
が
通
算
し
て
一
年
以
上
で
あ
る
警
備
員
で
当
該
区
分
以
外
の
区
分
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
も
の
又

は
警
察
官
の
職
に
あ
つ
た
期
間
が
通
算
し
て
一
年
以
上
で
あ
る
警
備
員
（
二
の
項
か
ら
六
の
項
ま
で
に
掲
げ
る
警
備
員
を
除
く
。
）

基
本
教
育
及
び
業

務
別
教
育

十
三
時
間

５
　
現
に
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
て
い
る
警
備
員
（
合
格
証
明
書
（
国
家
公
安
委
員
会
が
定
め
る
も
の
に
限
る
。
）
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
当
該
合
格
証
明
書
に
係
る
種
別
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
て
い
る
も
の
及
び
指
導
教

育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
に
係
る
警
備
業
務
の
区
分
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
て
い
る
も
の
を
除
く
。
）
に
対
す
る
教
育
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
警
備
員
の
区
分

に
応
じ
、
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
教
育
の
種
類
に
つ
い
て
、
毎
年
度
、
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
教
育
時
間
数
以
上
行
う
も
の
と
す
る
。

警
備
員
の
区
分

教
育
の
種
類

教
育
時
間
数

一
二
の
項
に
掲
げ
る
警
備
員
以
外
の
警
備
員

基
本
教
育
及
び
業
務
別
教
育
十
時
間

二
合
格
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
当
該
合
格
証
明
書
に
係
る
種
別
の
警
備
業
務
以
外
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
て
い
る
も
の
、
合
格
証
明
書
（
国
家
公
安
委
員
会
が
定
め
る
も

の
を
除
く
。
）
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
で
当
該
合
格
証
明
書
に
係
る
種
別
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
て
い
る
も
の
又
は
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員

で
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
に
係
る
警
備
業
務
の
区
分
以
外
の
区
分
の
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
て
い
る
も
の

業
務
別
教
育

六
時
間

備
考

一
　
こ
の
表
の
一
の
項
に
掲
げ
る
警
備
員
に
係
る
基
本
教
育
に
つ
い
て
は
、
当
該
警
備
員
に
対
し
新
た
に
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
警
備
員
と
し
て
基
本
教
育
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
年
度
は
、
行
わ
な
く
て
も
よ
い
。

二
　
こ
の
表
に
掲
げ
る
警
備
員
に
係
る
業
務
別
教
育
に
つ
い
て
は
、
当
該
警
備
員
に
対
し
新
た
に
警
備
業
務
に
従
事
さ
せ
よ
う
と
す
る
警
備
員
と
し
て
業
務
別
教
育
を
行
つ
た
日
の
属
す
る
年
度
は
、
当
該
業
務
別
教
育
に
係
る
警
備
業

務
の
区
分
に
関
し
て
は
、
行
わ
な
く
て
も
よ
い
。

６
　
警
備
員
教
育
は
、
第
六
十
六
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
教
育
計
画
書
に
記
載
す
る
教
育
計
画
に
基
づ
き
、
適
切
か
つ
効
果
的
に
行
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
指
導
教
育
責
任
者
の
選
任
）

第
三
十
九
条
　
法
第
二
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
選
任
さ
れ
る
指
導
教
育
責
任
者
は
、
次
項
及
び
第
三
項
に
規
定
す
る
場
合
を
除
き
、
営
業
所
ご
と
及
び
当
該
営
業
所
に
お
い
て
取
り
扱
う
警
備
業
務
の
区
分
ご
と
に
、
専
任
の
指

導
教
育
責
任
者
と
し
て
置
か
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
二
以
上
の
警
備
業
務
の
区
分
を
取
り
扱
う
一
の
営
業
所
に
お
い
て
、
こ
れ
ら
の
警
備
業
務
の
区
分
の
す
べ
て
に
応
じ
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
者
が
置
か
れ
る
場
合
は
、
当
該

こ
れ
ら
の
警
備
業
務
の
区
分
ご
と
に
専
任
の
指
導
教
育
責
任
者
を
そ
れ
ぞ
れ
選
任
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

３
　
専
任
の
指
導
教
育
責
任
者
が
置
か
れ
て
い
る
営
業
所
に
近
接
す
る
営
業
所
で
そ
の
属
す
る
警
備
員
の
数
が
五
人
以
下
で
あ
る
も
の
に
つ
い
て
、
当
該
指
導
教
育
責
任
者
が
当
該
営
業
所
に
お
い
て
取
り
扱
う
警
備
業
務
の
区
分
に
係

る
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
お
り
、
か
つ
、
当
該
指
導
教
育
責
任
者
を
当
該
警
備
業
務
の
区
分
に
係
る
指
導
教
育
責
任
者
と
し
て
置
く
こ
と
に
つ
き
当
該
営
業
所
の
所
在
す
る
都
道
府
県
の
区
域
を
管
轄
す
る
公

安
委
員
会
の
承
認
を
得
た
場
合
は
、
専
任
の
指
導
教
育
責
任
者
を
選
任
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

（
指
導
教
育
責
任
者
の
業
務
）

第
四
十
条
　
法
第
二
十
二
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
業
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
第
六
十
六
条
第
一
項
第
四
号
に
掲
げ
る
指
導
計
画
書
を
作
成
し
、
そ
の
計
画
書
に
基
づ
き
警
備
員
を
実
地
に
指
導
し
、
及
び
そ
の
記
録
を
作
成
す
る
こ
と
。

二
　
第
六
十
六
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
教
育
計
画
書
を
作
成
し
、
及
び
そ
れ
に
基
づ
く
警
備
員
教
育
の
実
施
を
管
理
す
る
こ
と
。
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三
　
第
六
十
六
条
第
一
項
第
六
号
に
掲
げ
る
書
類
そ
の
他
警
備
員
教
育
の
実
施
に
関
す
る
記
録
の
記
載
に
つ
い
て
監
督
す
る
こ
と
。

四
　
警
備
員
の
指
導
及
び
教
育
に
つ
い
て
警
備
業
者
に
必
要
な
助
言
を
す
る
こ
と
。

（
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
様
式
）

第
四
十
一
条
　
法
第
二
十
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
二
号
の
と
お
り
と
す
る
。

（
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
の
申
請
）

第
四
十
二
条
　
法
第
二
十
二
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
そ
の
住
所
地
を
管
轄
す
る
公
安
委
員
会
に
、
別
記
様
式
第
十
三
号
の
交
付
申
請
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
申
請
書
を
提
出
す
る
場
合
に
お
い
て
は
、
申
請
者
の
住
所
地
の
所
轄
警
察
署
長
を
経
由
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
に
規
定
す
る
交
付
申
請
書
に
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
法
第
二
十
二
条
第
二
項
第
一
号
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
又
は
同
項
第
二
号
に
掲
げ
る
者
に
該
当
す
る
こ
と
に
つ
い
て
の
国
家
公
安
委
員
会
規
則
で
定
め
る
基
準
に
適
合
す
る
こ
と
を
証
す
る
書
面

二
　
第
四
条
第
一
項
第
一
号
イ
、
ハ
及
び
ニ
に
掲
げ
る
書
類
並
び
に
法
第
二
十
二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
者
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

（
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
書
換
え
及
び
再
交
付
の
申
請
）

第
四
十
三
条
　
法
第
二
十
二
条
第
五
項
の
規
定
に
よ
る
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
書
換
え
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
十
四
号
の
書
換
え
申
請
書
及
び
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
を
当
該
公
安
委
員
会
に
提
出

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
前
項
の
書
換
え
申
請
書
に
は
、
第
四
条
第
一
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
書
類
（
履
歴
書
を
除
く
。
）
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
法
第
二
十
二
条
第
六
項
の
規
定
に
よ
る
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
再
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
十
五
号
の
再
交
付
申
請
書
を
当
該
公
安
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
等
の
返
納
の
命
令
等
）

第
四
十
四
条
　
法
第
二
十
二
条
第
七
項
（
法
第
二
十
三
条
第
五
項
又
は
法
第
四
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
る
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
（
法
第
二
十
三
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
に

あ
つ
て
は
合
格
証
明
書
、
法
第
四
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
）
の
返
納
の
命
令
は
、
理
由
を
付
し
た
返
納
命
令
書
を
交
付
し
て
行
う
も
の
と
す
る
。

２
　
前
項
の
規
定
に
よ
る
返
納
命
令
書
の
交
付
を
受
け
た
者
は
、
そ
の
交
付
の
日
か
ら
十
日
以
内
に
、
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
（
法
第
二
十
三
条
第
五
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
合
格
証
明
書
、
法
第
四
十
二

条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
）
を
当
該
返
納
命
令
書
を
交
付
し
た
公
安
委
員
会
に
返
納
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
二
節
　
登
録
講
習
機
関

（
登
録
の
申
請
）

第
四
十
五
条
　
法
第
二
十
三
条
第
三
項
の
登
録
（
以
下
「
登
録
」
と
い
う
。
）
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
別
記
様
式
第
十
六
号
に
よ
る
申
請
書
に
次
に
掲
げ
る
書
類
を
添
え
て
、
国
家
公
安
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
個
人
で
あ
る
場
合
は
、
第
四
条
第
一
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
書
類

二
　
法
人
で
あ
る
場
合
は
、
次
に
掲
げ
る
書
類

イ
　
定
款
及
び
登
記
事
項
証
明
書

ロ
　
株
主
名
簿
又
は
社
員
名
簿
の
写
し

ハ
　
申
請
に
係
る
意
思
の
決
定
を
証
す
る
書
類

ニ
　
役
員
（
持
分
会
社
（
会
社
法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
第
五
百
七
十
五
条
第
一
項
に
規
定
す
る
持
分
会
社
を
い
う
。
）
に
あ
つ
て
は
、
業
務
を
執
行
す
る
社
員
）
に
係
る
第
四
条
第
一
項
第
一
号
イ
に
掲
げ
る
書
類

三
　
法
第
二
十
三
条
第
三
項
の
講
習
会
（
以
下
「
講
習
会
」
と
い
う
。
）
が
法
別
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
科
目
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
中
欄
に
掲
げ
る
施
設
及
び
設
備
を
用
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
講
師
に
よ
り

行
わ
れ
る
も
の
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
類

四
　
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
法
第
二
十
五
条
各
号
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
者
で
あ
る
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

五
　
登
録
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
講
習
会
を
適
正
か
つ
確
実
に
行
う
こ
と
が
で
き
る
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
参
考
と
な
る
べ
き
事
項
を
記
載
し
た
書
類

（
登
録
の
更
新
）

第
四
十
六
条
　
前
条
の
規
定
は
、
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
登
録
の
更
新
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

２
　
法
第
二
十
七
条
第
一
項
の
登
録
の
更
新
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
は
、
登
録
の
有
効
期
間
満
了
の
日
の
九
十
日
前
か
ら
三
十
日
前
ま
で
の
間
に
申
請
書
を
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
登
録
講
習
機
関
に
係
る
業
務
の
休
廃
止
の
届
出
）

第
四
十
七
条
　
登
録
講
習
機
関
は
、
法
第
三
十
一
条
の
規
定
に
よ
り
講
習
会
に
係
る
業
務
（
以
下
「
講
習
会
業
務
」
と
い
う
。
）
の
全
部
又
は
一
部
を
廃
止
し
、
又
は
休
止
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
出

書
を
国
家
公
安
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
休
止
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る
講
習
会
業
務
の
範
囲

二
　
休
止
し
、
又
は
廃
止
し
よ
う
と
す
る
年
月
日
及
び
休
止
し
よ
う
と
す
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
期
間

三
　
休
止
又
は
廃
止
の
理
由

（
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
表
示
す
る
方
法
）

第
四
十
八
条
　
法
第
三
十
二
条
第
二
項
第
三
号
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
方
法
は
、
当
該
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
紙
面
又
は
出
力
装
置
の
映
像
面
に
表
示
す
る
方
法
と
す
る
。

（
電
磁
的
記
録
に
記
録
さ
れ
た
事
項
を
提
供
す
る
た
め
の
方
法
）

第
四
十
九
条
　
法
第
三
十
二
条
第
二
項
第
四
号
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
方
法
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
の
う
ち
、
登
録
講
習
機
関
が
定
め
る
も
の
と
す
る
。
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一
　
送
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
受
信
者
の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
と
を
電
気
通
信
回
線
で
接
続
し
た
電
子
情
報
処
理
組
織
を
使
用
す
る
方
法
で
あ
つ
て
、
当
該
電
気
通
信
回
線
を
通
じ
て
情
報
が
送
信
さ
れ
、
受
信
者

の
使
用
に
係
る
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
に
当
該
情
報
が
記
録
さ
れ
る
も
の

二
　
電
磁
的
記
録
媒
体
を
も
つ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
情
報
を
記
録
し
た
も
の
を
交
付
す
る
方
法

２
　
前
項
に
規
定
す
る
方
法
は
、
受
信
者
が
フ
ァ
イ
ル
へ
の
記
録
を
出
力
す
る
こ
と
に
よ
る
書
面
を
作
成
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
帳
簿
）

第
五
十
条
　
法
第
三
十
六
条
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
に
掲
げ
る
も
の
と
す
る
。

一
　
講
習
会
の
実
施
年
月
日

二
　
講
習
会
の
実
施
場
所

三
　
講
習
会
を
行
つ
た
講
師
の
氏
名
並
び
に
講
習
会
に
お
い
て
担
当
し
た
科
目
及
び
そ
の
時
間

四
　
受
講
者
の
氏
名
、
生
年
月
日
及
び
住
所

五
　
講
習
会
の
課
程
を
修
了
し
た
者
（
以
下
「
修
了
者
」
と
い
う
。
）
に
あ
つ
て
は
、
前
号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
国
家
公
安
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
項

２
　
前
項
各
号
に
掲
げ
る
事
項
の
す
べ
て
が
、
電
子
計
算
機
に
備
え
ら
れ
た
フ
ァ
イ
ル
又
は
電
磁
的
記
録
媒
体
を
も
つ
て
調
製
す
る
フ
ァ
イ
ル
に
記
録
さ
れ
、
必
要
に
応
じ
登
録
講
習
機
関
に
お
い
て
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用

い
て
明
確
に
紙
面
に
表
示
さ
れ
る
と
き
は
、
当
該
記
録
を
も
つ
て
法
第
三
十
六
条
に
規
定
す
る
帳
簿
へ
の
記
載
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

３
　
登
録
講
習
機
関
は
、
法
第
三
十
六
条
に
規
定
す
る
帳
簿
（
前
項
の
規
定
に
よ
る
記
録
が
行
わ
れ
た
同
項
の
フ
ァ
イ
ル
を
含
む
。
）
を
、
講
習
会
を
実
施
し
た
日
か
ら
五
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
　
登
録
講
習
機
関
は
、
講
習
会
に
用
い
た
教
材
及
び
講
習
会
に
用
い
た
書
類
で
あ
つ
て
国
家
公
安
委
員
会
規
則
で
定
め
る
も
の
を
講
習
会
を
実
施
し
た
日
か
ら
三
年
間
保
存
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
講
習
会
の
実
施
結
果
の
報
告
）

第
五
十
一
条
　
登
録
講
習
機
関
は
、
講
習
会
を
行
つ
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
報
告
書
を
国
家
公
安
委
員
会
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一
　
講
習
会
の
実
施
年
月
日

二
　
講
習
会
の
実
施
場
所

三
　
受
講
者
数

四
　
修
了
者
数

２
　
前
項
の
報
告
書
に
は
、
修
了
者
の
氏
名
、
生
年
月
日
、
住
所
及
び
前
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
修
了
者
一
覧
表
並
び
に
講
習
会
に
用
い
た
教
材
及
び
講
習
会
に
用
い
た
書
類
で
あ
つ
て
国
家
公
安
委
員
会
規
則

で
定
め
る
も
の
を
添
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
証
明
書
の
様
式
）

第
五
十
二
条
　
法
第
三
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
証
明
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
七
号
の
と
お
り
と
す
る
。

第
五
章
　
機
械
警
備
業

（
機
械
警
備
業
務
の
届
出
）

第
五
十
三
条
　
法
第
四
十
条
に
規
定
す
る
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
十
八
号
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
前
項
の
届
出
書
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
基
地
局
を
設
け
る
場
合
に
あ
つ
て
は
当
該
基
地
局
の
所
在
地
（
当
該
基
地
局
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
い
ず
れ
か
一
の
基
地
局
の
所
在
地
）
の
所
轄
警
察
署
長
を

経
由
し
て
、
基
地
局
を
設
け
な
い
場
合
に
あ
つ
て
は
当
該
送
信
機
器
を
設
置
す
る
警
備
業
務
対
象
施
設
の
所
在
地
（
当
該
警
備
業
務
対
象
施
設
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
い
ず
れ
か
一
の
警
備
業
務
対
象
施
設
の
所
在

地
）
の
所
轄
警
察
署
長
を
経
由
し
て
、
当
該
機
械
警
備
業
務
の
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

第
五
十
四
条
　
法
第
四
十
条
第
三
号
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
認
定
を
し
た
公
安
委
員
会
の
名
称
及
び
認
定
の
番
号

二
　
基
地
局
ご
と
に
、
当
該
機
械
警
備
業
務
に
係
る
待
機
所
の
名
称
及
び
所
在
地
並
び
に
そ
の
待
機
所
に
係
る
警
備
業
務
対
象
施
設
（
他
の
都
道
府
県
の
区
域
内
に
所
在
す
る
も
の
を
除
く
。
）
の
所
在
す
る
市
町
村
の
名
称
（
地
方
自

治
法
（
昭
和
二
十
二
年
法
律
第
六
十
七
号
）
第
二
百
五
十
二
条
の
十
九
第
一
項
に
規
定
す
る
指
定
都
市
（
以
下
「
指
定
都
市
」
と
い
う
。
）
に
あ
つ
て
は
、
区
又
は
総
合
区
の
名
称
）

第
五
十
五
条
　
法
第
四
十
条
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
所
在
す
る
基
地
局
に
つ
い
て
選
任
す
る
機
械
警
備
業
務
管
理
者
に
係
る
次
に
掲
げ
る
書
類
と
す
る
。

一
　
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
写
し

二
　
誠
実
に
業
務
を
行
う
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

三
　
第
四
条
第
一
項
第
一
号
イ
、
ハ
及
び
ニ
に
掲
げ
る
書
類

四
　
精
神
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
法
第
四
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
二
十
二
条
第
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
国
家
公
安
委
員
会
規
則
で
定
め
る
者
に
該
当
し
な
い
こ
と
が
明
ら
か
で
あ

る
か
ど
う
か
の
別
を
記
載
し
た
も
の
に
限
る
。
）

五
　
法
第
四
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
二
十
二
条
第
四
項
各
号
に
掲
げ
る
者
の
い
ず
れ
に
も
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面

（
廃
止
等
の
届
出
）

第
五
十
六
条
　
法
第
四
十
一
条
に
規
定
す
る
届
出
書
の
様
式
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
お
け
る
基
地
局
を
廃
止
し
た
場
合
（
基
地
局
を
廃
止
し
た
が
、
当
該
区
域
内
に
お
い
て
機
械
警
備
業
務
を
行
う
場
合
を
除
く
。
以
下
同
じ

。
）
、
そ
の
他
当
該
区
域
内
に
お
い
て
機
械
警
備
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
の
届
出
に
係
る
届
出
書
に
あ
つ
て
は
別
記
様
式
第
八
号
の
と
お
り
と
し
、
法
第
四
十
条
第
二
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
が
あ
つ
た

場
合
（
基
地
局
を
廃
止
し
た
が
、
当
該
区
域
内
に
お
い
て
機
械
警
備
業
務
を
行
う
場
合
を
含
む
。
以
下
同
じ
。
）
の
届
出
に
係
る
届
出
書
に
あ
つ
て
は
別
記
様
式
第
十
九
号
の
と
お
り
と
す
る
。

２
　
前
項
の
届
出
書
は
、
第
五
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
警
察
署
長
を
経
由
し
て
、
当
該
事
由
の
発
生
の
日
か
ら
十
日
以
内
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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第
五
十
七
条
　
法
第
四
十
一
条
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
内
に
お
け
る
基
地
局
を
廃
止
し
た
場
合
、
そ
の
他
当
該
区
域
内
に
お
い
て
機
械
警
備
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
の
届
出
に
あ
つ
て

は
基
地
局
の
廃
止
そ
の
他
機
械
警
備
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な
つ
た
日
に
係
る
年
月
日
及
び
そ
の
事
由
と
し
、
法
第
四
十
条
第
二
号
又
は
第
三
号
に
掲
げ
る
事
項
に
変
更
が
あ
つ
た
場
合
の
届
出
に
あ
つ
て
は
当
該
変
更
に
係
る
変

更
年
月
日
、
変
更
事
項
及
び
変
更
の
事
由
と
す
る
。

第
五
十
八
条
　
法
第
四
十
一
条
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
第
五
十
五
条
に
規
定
す
る
書
類
の
う
ち
、
当
該
変
更
事
項
に
係
る
書
類

二
　
第
五
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
警
察
署
長
の
管
轄
区
域
内
に
お
い
て
機
械
警
備
業
務
を
行
わ
な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
（
当
該
公
安
委
員
会
の
管
轄
区
域
内
に
お
い
て
機
械
警
備
業
務
を
行
わ

な
い
こ
と
と
な
つ
た
場
合
を
除
く
。
）
の
届
出
に
あ
つ
て
は
、
当
該
公
安
委
員
会
の
管
轄
区
域
内
に
基
地
局
が
所
在
す
る
と
き
は
当
該
基
地
局
の
所
在
地
（
当
該
基
地
局
が
二
以
上
あ
る
場
合
に
あ
つ
て
は
、
そ
の
い
ず
れ
か
一
の
基

地
局
の
所
在
地
）
の
所
轄
警
察
署
長
の
名
称
を
、
当
該
区
域
内
に
基
地
局
が
所
在
し
な
い
と
き
は
当
該
区
域
内
で
行
う
機
械
警
備
業
務
に
係
る
警
備
業
務
対
象
施
設
の
所
在
地
（
当
該
警
備
業
務
対
象
施
設
が
二
以
上
あ
る
場
合
に

あ
つ
て
は
、
そ
の
い
ず
れ
か
一
の
警
備
業
務
対
象
施
設
の
所
在
地
）
の
所
轄
警
察
署
長
の
名
称
を
記
載
し
た
書
面

第
五
十
九
条
　
前
条
第
二
号
に
規
定
す
る
届
出
に
係
る
届
出
書
の
提
出
は
、
第
五
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
警
察
署
長
に
代
え
て
、
当
該
届
出
書
に
添
付
し
た
前
条
第
二
号
に
掲
げ
る
書
面
に
そ
の
名

称
を
記
載
し
た
所
轄
警
察
署
長
を
経
由
し
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

２
　
前
条
第
二
号
に
規
定
す
る
届
出
を
し
た
機
械
警
備
業
者
に
つ
い
て
は
、
前
項
に
規
定
す
る
所
轄
警
察
署
長
を
第
五
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
警
察
署
長
と
み
な
し
て
、
こ
の
府
令
の
規
定
を
適
用
す

る
。

（
機
械
警
備
業
務
管
理
者
の
選
任
）

第
六
十
条
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
選
任
さ
れ
る
機
械
警
備
業
務
管
理
者
は
、
基
地
局
ご
と
に
専
任
の
機
械
警
備
業
務
管
理
者
と
し
て
置
か
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
機
械
警
備
業
務
管
理
者
の
業
務
）

第
六
十
一
条
　
法
第
四
十
二
条
第
一
項
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
業
務
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
警
備
業
務
用
機
械
装
置
に
よ
る
警
備
業
務
対
象
施
設
の
警
戒
、
警
備
業
務
用
機
械
装
置
の
維
持
管
理
そ
の
他
の
警
備
業
務
用
機
械
装
置
の
運
用
を
円
滑
に
行
う
た
め
の
計
画
を
作
成
し
、
そ
の
計
画
に
基
づ
き
警
備
業
務
用
機
械

装
置
の
運
用
を
行
う
よ
う
に
警
備
員
そ
の
他
の
者
を
監
督
す
る
こ
と
。

二
　
指
令
業
務
に
関
す
る
基
準
を
作
成
し
、
そ
の
基
準
に
よ
り
指
令
業
務
を
統
制
す
る
た
め
指
令
業
務
に
従
事
す
る
警
備
員
を
指
導
す
る
こ
と
。

三
　
警
備
員
に
対
し
、
警
察
機
関
へ
の
連
絡
に
つ
い
て
指
導
を
行
う
こ
と
。

四
　
法
第
四
十
四
条
に
規
定
す
る
書
類
の
記
載
に
つ
い
て
監
督
す
る
こ
と
。

五
　
機
械
警
備
業
務
の
管
理
に
つ
い
て
機
械
警
備
業
者
に
必
要
な
助
言
を
す
る
こ
と
。

（
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
様
式
）

第
六
十
二
条
　
法
第
四
十
二
条
第
二
項
に
規
定
す
る
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
二
十
号
の
と
お
り
と
す
る
。

（
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
交
付
等
の
申
請
）

第
六
十
三
条
　
第
四
十
二
条
の
規
定
は
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い
て
、
第
四
十
三
条
の
規
定
は
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
書
換
え
又
は
再
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
に
つ
い

て
準
用
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
第
四
十
二
条
第
三
項
第
一
号
中
「
法
第
二
十
二
条
第
二
項
第
一
号
」
と
あ
る
の
は
「
法
第
四
十
二
条
第
二
項
第
一
号
」
と
、
同
項
第
二
号
中
「
並
び
に
法
第
二
十
二
条
第
四
項
各
号
」
と
あ
る

の
は
「
、
精
神
機
能
の
障
害
に
関
す
る
医
師
の
診
断
書
（
法
第
四
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
二
十
二
条
第
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
国
家
公
安
委
員
会
規
則
で
定
め
る
者
に
該
当
し
な
い
こ
と
が
明
ら
か

で
あ
る
か
ど
う
か
の
別
を
記
載
し
た
も
の
に
限
る
。
）
並
び
に
法
第
四
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
二
十
二
条
第
四
項
各
号
」
と
、
第
四
十
三
条
中
「
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
」
と
あ
る
の
は
「
当

該
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
」
と
読
み
替
え
る
も
の
と
す
る
。

２
　
公
安
委
員
会
は
、
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
よ
う
と
す
る
者
が
法
第
四
十
二
条
第
三
項
に
お
い
て
読
み
替
え
て
準
用
す
る
法
第
二
十
二
条
第
四
項
第
二
号
に
規
定
す
る
国
家
公
安
委
員
会
規
則
で
定
め
る
者

に
該
当
す
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
た
め
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
そ
の
者
に
法
第
五
十
一
条
に
規
定
す
る
医
師
の
診
断
を
受
け
る
こ
と
を
求
め
る
も
の
と
す
る
。

（
書
類
の
備
付
け
）

第
六
十
四
条
　
法
第
四
十
四
条
第
三
号
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
事
項
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
基
地
局
及
び
待
機
所
の
位
置
並
び
に
待
機
所
ご
と
の
警
備
業
務
対
象
施
設
の
所
在
す
る
地
域
（
地
図
上
に
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。
）

二
　
待
機
所
ご
と
に
、
市
町
村
の
区
域
（
指
定
都
市
に
あ
つ
て
は
、
区
又
は
総
合
区
の
区
域
）
ご
と
の
警
備
業
務
対
象
施
設
の
数
（
別
記
様
式
第
二
十
一
号
に
よ
り
記
載
す
る
も
の
と
す
る
。
）

三
　
警
備
業
務
対
象
施
設
ご
と
に
、
待
機
所
か
ら
警
備
業
務
対
象
施
設
ま
で
の
路
程
及
び
基
地
局
に
お
い
て
盗
難
等
の
事
故
の
発
生
に
関
す
る
情
報
を
受
信
し
た
場
合
に
そ
の
受
信
の
時
か
ら
警
備
員
が
現
場
に
到
着
す
る
時
ま
で
に

通
常
要
す
る
時
間

四
　
待
機
所
ご
と
に
、
配
置
す
る
車
両
そ
の
他
の
装
備
の
種
類
ご
と
の
数
量

五
　
盗
難
等
の
事
故
の
発
生
に
関
す
る
情
報
を
受
信
し
た
日
時
、
そ
の
情
報
に
係
る
警
備
業
務
対
象
施
設
の
名
称
及
び
所
在
地
並
び
に
そ
の
情
報
に
応
じ
て
講
じ
た
措
置
及
び
そ
の
結
果
（
そ
の
情
報
に
応
じ
て
警
備
員
を
現
場
に
向

か
わ
せ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
受
信
の
時
か
ら
警
備
員
が
現
場
に
到
着
す
る
時
ま
で
に
要
し
た
時
間
を
含
む
。
）

２
　
前
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
は
、
当
該
情
報
の
受
信
の
日
か
ら
一
年
間
、
備
え
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
記
録
）

第
六
十
五
条
　
法
第
四
十
四
条
各
号
に
掲
げ
る
事
項
が
、
電
磁
的
方
法
（
電
子
的
方
法
、
磁
気
的
方
法
そ
の
他
の
人
の
知
覚
に
よ
つ
て
認
識
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
方
法
を
い
う
。
第
六
十
七
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
よ
り
記
録
さ
れ
、

必
要
に
応
じ
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
直
ち
に
表
示
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
と
き
は
、
当
該
記
録
を
も
つ
て
法
第
四
十
四
条
に
規
定
す
る
当
該
事
項
が
記
載
さ
れ
た
書
類
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。
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第
六
章
　
監
督

（
警
備
員
の
名
簿
等
）

第
六
十
六
条
　
法
第
四
十
五
条
の
内
閣
府
令
で
定
め
る
書
類
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
　
次
の
事
項
を
記
載
し
、
か
つ
、
三
年
以
内
に
撮
影
し
た
無
帽
、
正
面
、
上
三
分
身
の
縦
の
長
さ
三
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
、
横
の
長
さ
二
・
四
セ
ン
チ
メ
ー
ト
ル
の
写
真
（
無
背
景
の
も
の
に
限
る
。
）
を
は
り
付
け
た
警
備
員
の
名
簿

イ
　
氏
名
、
本
籍
、
住
所
、
生
年
月
日
及
び
採
用
年
月
日
並
び
に
退
職
し
た
場
合
に
は
退
職
年
月
日

ロ
　
当
該
警
備
員
に
対
し
て
行
つ
た
警
備
員
教
育
に
係
る
実
施
年
月
日
、
内
容
、
時
間
数
及
び
実
施
者
の
氏
名

ハ
　
従
事
さ
せ
る
警
備
業
務
の
内
容

ニ
　
合
格
証
明
書
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

（１）
　
当
該
合
格
証
明
書
に
係
る
警
備
業
務
の
種
別

（２）
　
当
該
合
格
証
明
書
を
交
付
し
た
公
安
委
員
会
の
名
称

（３）
　
当
該
合
格
証
明
書
の
交
付
年
月
日

（４）
　
当
該
合
格
証
明
書
の
番
号

（５）
　
そ
の
他
国
家
公
安
委
員
会
規
則
で
定
め
る
事
項

ホ
　
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

（１）
　
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
を
交
付
し
た
公
安
委
員
会
の
名
称

（２）
　
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
交
付
年
月
日

（３）
　
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
番
号

（４）
　
当
該
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
に
係
る
警
備
業
務
の
区
分

ヘ
　
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
交
付
を
受
け
て
い
る
警
備
員
に
あ
つ
て
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項

（１）
　
当
該
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
を
交
付
し
た
公
安
委
員
会
の
名
称

（２）
　
当
該
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
交
付
年
月
日

（３）
　
当
該
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
番
号

二
　
警
備
員
ご
と
に
、
法
第
十
四
条
第
一
項
に
規
定
す
る
者
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
誓
約
す
る
書
面
の
提
出
を
受
け
た
旨
そ
の
他
同
項
に
規
定
す
る
者
に
該
当
し
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
た
め
に
講
じ
た
措
置
を
記
載
し
た
書
類
（
当

該
提
出
を
受
け
た
書
面
の
添
付
が
あ
る
も
の
に
限
る
。
）

三
　
護
身
用
具
の
種
類
ご
と
の
数
量
を
記
載
し
た
書
面

四
　
警
備
員
に
対
す
る
指
導
に
関
す
る
計
画
を
記
載
し
た
指
導
計
画
書

五
　
年
度
ご
と
に
、
警
備
員
教
育
に
係
る
実
施
時
期
、
内
容
、
方
法
、
時
間
数
、
実
施
者
の
氏
名
及
び
対
象
と
す
る
警
備
員
の
範
囲
に
関
す
る
計
画
を
記
載
し
た
教
育
計
画
書

六
　
年
度
ご
と
に
、
警
備
員
教
育
に
係
る
実
施
年
月
日
、
内
容
、
方
法
、
時
間
数
、
実
施
場
所
、
実
施
者
の
氏
名
及
び
対
象
と
な
つ
た
警
備
員
の
氏
名
を
記
録
し
、
指
導
教
育
責
任
者
及
び
実
施
者
が
こ
れ
ら
の
事
項
に
つ
い
て
誤
り

が
な
い
こ
と
を
確
認
す
る
旨
を
付
記
し
た
書
類

七
　
警
備
業
務
に
関
す
る
契
約
ご
と
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類

イ
　
当
該
契
約
に
係
る
警
備
業
務
の
依
頼
者

ロ
　
第
三
十
三
条
第
一
号
ニ
（
当
該
契
約
が
法
第
十
八
条
に
規
定
す
る
種
別
の
警
備
業
務
を
行
う
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
当
該
種
別
に
係
る
合
格
証
明
書
を
受
け
て
い
る
警
備
員
の
氏
名
を
含
む
。
）
及
び
ワ
に
掲
げ
る
事
項

ハ
　
当
該
契
約
が
法
第
二
条
第
一
項
第
一
号
の
警
備
業
務
を
行
う
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
第
三
十
三
条
第
一
号
ハ
に
掲
げ
る
事
項

ニ
　
当
該
契
約
が
法
第
二
条
第
一
項
第
二
号
の
警
備
業
務
を
行
う
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
第
三
十
三
条
第
二
号
イ
に
掲
げ
る
事
項

ホ
　
当
該
契
約
が
法
第
二
条
第
一
項
第
三
号
の
警
備
業
務
を
行
う
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
第
三
十
三
条
第
三
号
ロ
に
掲
げ
る
事
項

ヘ
　
当
該
契
約
が
法
第
二
条
第
一
項
第
四
号
の
警
備
業
務
を
行
う
も
の
で
あ
る
場
合
に
は
、
第
三
十
三
条
第
四
号
イ
に
掲
げ
る
事
項
（
警
備
業
務
の
対
象
と
な
る
者
の
氏
名
を
除
く
。
）

八
　
警
備
業
務
に
つ
い
て
の
依
頼
者
等
か
ら
の
苦
情
に
関
し
、
苦
情
を
申
し
出
た
者
の
氏
名
及
び
連
絡
先
、
苦
情
の
内
容
、
原
因
究
明
の
結
果
、
苦
情
に
対
す
る
弁
明
の
内
容
、
改
善
措
置
並
び
に
苦
情
処
理
を
担
当
し
た
者
の
氏
名

を
記
載
し
た
書
類

２
　
法
第
四
十
五
条
に
規
定
す
る
警
備
員
の
名
簿
は
、
当
該
警
備
員
が
退
職
し
た
後
に
お
い
て
も
、
そ
の
退
職
の
日
か
ら
一
年
間
、
前
項
第
四
号
に
掲
げ
る
書
類
は
、
実
地
に
指
導
し
た
日
か
ら
二
年
間
、
前
項
第
五
号
及
び
第
六
号
に

掲
げ
る
書
類
は
、
当
該
年
度
が
終
了
し
た
後
に
お
い
て
も
、
そ
の
終
了
の
日
か
ら
二
年
間
、
備
え
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

３
　
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
教
育
計
画
書
は
、
当
該
年
度
の
開
始
の
日
の
三
十
日
前
ま
で
に
備
え
て
お
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
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（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
記
録
）

第
六
十
七
条
　
前
条
第
一
項
に
規
定
す
る
書
類
に
記
載
す
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
事
項
が
、
電
磁
的
方
法
に
よ
り
記
録
さ
れ
、
必
要
に
応
じ
電
子
計
算
機
そ
の
他
の
機
器
を
用
い
て
直
ち
に
表
示
さ
れ
る
こ
と
が
で
き
る
と
き
は
、
当
該

記
録
を
も
つ
て
同
項
に
規
定
す
る
書
類
に
代
え
る
こ
と
が
で
き
る
。

（
電
磁
的
方
法
に
よ
る
記
録
に
係
る
基
準
）

第
六
十
八
条
　
第
六
十
五
条
又
は
前
条
の
規
定
に
よ
る
記
録
を
す
る
場
合
に
は
、
国
家
公
安
委
員
会
が
定
め
る
基
準
を
確
保
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（
報
告
等
の
要
求
）

第
六
十
九
条
　
法
第
四
十
六
条
の
規
定
に
よ
る
報
告
又
は
資
料
の
提
出
の
要
求
は
、
当
該
要
求
の
理
由
を
記
載
し
た
書
面
に
よ
り
行
う
も
の
と
す
る
。

（
証
明
書
の
様
式
）

第
七
十
条
　
法
第
四
十
七
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
法
第
三
十
八
条
第
二
項
に
規
定
す
る
証
明
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
第
二
十
二
号
の
と
お
り
と
す
る
。

附
　
則

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
府
令
は
、
警
備
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
昭
和
五
十
七
年
法
律
第
六
十
七
号
。
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の
日
（
昭
和
五
十
八
年
一
月
十
五
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
以
降
に
お
け
る
最
初
の
教
育
期
は
、
第
二
十
六
条
第
二
項
の
表
の
二
の
項
の
下
欄
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
か
ら
昭
和
五
十
八
年
九
月
三
十
日
ま
で
の
期
間
と
す
る
。

３
　
改
正
法
附
則
第
四
項
に
規
定
す
る
公
安
委
員
会
が
警
備
員
の
指
導
及
び
教
育
に
関
し
知
識
経
験
が
あ
る
と
認
め
る
者
に
係
る
改
正
法
に
よ
る
改
正
後
の
法
第
四
条
の
二
第
一
項
又
は
第
五
条
若
し
く
は
第
六
条
第
一
項
の
規
定
に
よ

り
認
定
申
請
書
又
は
届
出
書
に
添
付
す
べ
き
書
類
に
つ
い
て
は
、
第
四
条
第
三
号
中
「
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
（
以
下
「
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
」
と
い
う
。
）
の
写
し
」
と
あ
る
の
は
「
公
安
委
員
会
が
警
備
員
の

指
導
及
び
教
育
に
関
し
知
識
経
験
が
あ
る
と
認
め
る
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
」
と
、
「
第
一
号
イ
、
ハ
及
び
ニ
」
と
あ
る
の
は
「
第
一
号
イ
」
と
読
み
替
え
て
、
同
号
（
ニ
を
除
く
。
）
の
規
定
を
適
用
す
る
。

４
　
改
正
法
附
則
第
五
項
に
規
定
す
る
公
安
委
員
会
が
機
械
警
備
業
務
の
管
理
に
関
し
知
識
経
験
が
あ
る
と
認
め
る
者
に
係
る
改
正
法
に
よ
る
改
正
後
の
法
第
十
一
条
の
四
又
は
第
十
一
条
の
五
の
規
定
に
よ
り
届
出
書
に
添
付
す
べ
き

書
類
に
つ
い
て
は
、
第
三
十
五
条
第
一
号
中
「
機
械
警
備
業
務
管
理
者
資
格
者
証
の
写
し
」
と
あ
る
の
は
「
公
安
委
員
会
が
機
械
警
備
業
務
の
管
理
に
関
し
知
識
経
験
が
あ
る
と
認
め
る
者
で
あ
る
こ
と
を
証
す
る
書
面
」
と
読
み
替

え
て
、
同
条
（
第
一
号
ニ
及
び
第
二
号
を
除
く
。
）
の
規
定
を
適
用
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
六
一
年
七
月
一
日
総
理
府
令
第
四
三
号
）

こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
四
十
六
条
第
一
項
第
一
号
の
改
正
規
定
（
ホ
及
び
ヘ
に
係
る
部
分
に
限
る
。
）
は
、
昭
和
六
十
一
年
十
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
昭
和
六
二
年
九
月
一
四
日
総
理
府
令
第
四
五
号
）

こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
五
年
七
月
一
日
総
理
府
令
第
三
七
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
府
令
は
、
平
成
五
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
府
令
の
施
行
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
六
年
三
月
四
日
総
理
府
令
第
九
号
）
　
抄

１
　
こ
の
府
令
は
、
平
成
六
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

２
　
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法
施
行
規
則
、
遺
失
物
法
施
行
規
則
、
道
路
交
通
法
施
行
規
則
、
火
薬
類
の
運
搬
に
関
す
る
総
理
府
令
、
指
定
射
撃
場
の
指
定
に
関
す
る
総
理
府
令
、
猟
銃
用
火
薬
類
等
の

譲
渡
、
譲
受
け
、
輸
入
及
び
消
費
に
関
す
る
総
理
府
令
、
自
動
車
安
全
運
転
セ
ン
タ
ー
法
施
行
規
則
、
核
燃
料
物
質
等
の
運
搬
の
届
出
等
に
関
す
る
総
理
府
令
及
び
警
備
業
法
施
行
規
則
に
規
定
す
る
様
式
に
よ
る
書
面
に
つ
い
て
は
、

当
分
の
間
、
そ
れ
ぞ
れ
改
正
後
の
こ
れ
ら
の
府
令
に
規
定
す
る
様
式
に
よ
る
書
面
と
み
な
す
。

附
　
則
　
（
平
成
八
年
一
二
月
四
日
総
理
府
令
第
五
三
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
府
令
は
、
平
成
九
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
府
令
の
施
行
前
に
し
た
行
為
に
係
る
こ
の
府
令
の
施
行
後
に
お
け
る
警
備
業
法
第
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
指
示
及
び
同
法
第
十
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
営
業
の
全
部
又
は
一
部
の
停
止
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ

る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
〇
年
七
月
二
九
日
総
理
府
令
第
五
〇
号
）
　
抄

１
　
こ
の
府
令
は
、
平
成
十
年
八
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
一
年
一
月
一
一
日
総
理
府
令
第
二
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法
施
行
規
則
、
道
路
交
通
法
施
行
規
則
、
火
薬
類
の
運
搬
に
関
す
る
総
理
府
令
、
指
定
射
撃
場
の
指
定
に
関
す
る
総
理
府
令
、
猟
銃
用
火
薬
類
等
の
譲
渡
、
譲
受
け
、
輸
入

及
び
消
費
に
関
す
る
総
理
府
令
、
核
燃
料
物
質
等
の
運
搬
の
届
出
等
に
関
す
る
総
理
府
令
、
警
備
業
法
施
行
規
則
及
び
放
射
性
同
位
元
素
等
の
運
搬
の
届
出
等
に
関
す
る
総
理
府
令
に
規
定
す
る
様
式
に
よ
る
書
面
に
つ
い
て
は
、
改
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正
後
の
銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法
施
行
規
則
、
道
路
交
通
法
施
行
規
則
、
火
薬
類
の
運
搬
に
関
す
る
総
理
府
令
、
指
定
射
撃
場
の
指
定
に
関
す
る
総
理
府
令
、
猟
銃
用
火
薬
類
等
の
譲
渡
、
譲
受
け
、
輸
入
及
び
消
費
に
関
す
る
総

理
府
令
、
核
燃
料
物
質
等
の
運
搬
の
届
出
等
に
関
す
る
総
理
府
令
、
警
備
業
法
施
行
規
則
及
び
放
射
性
同
位
元
素
等
の
運
搬
の
届
出
等
に
関
す
る
総
理
府
令
に
規
定
す
る
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
な
お
こ
れ
を
使
用
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
は
、
氏
名
を
記
載
し
及
び
押
印
す
る
こ
と
に
代
え
て
、
署
名
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
三
月
三
〇
日
総
理
府
令
第
二
九
号
）

こ
の
府
令
は
、
地
方
分
権
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
十
二
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
三
月
三
〇
日
総
理
府
令
第
三
〇
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
府
令
は
、
平
成
十
二
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
府
令
の
施
行
の
際
現
に
風
俗
営
業
等
の
規
制
及
び
業
務
の
適
正
化
等
に
関
す
る
法
律
第
五
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
て
い
る
許
可
申
請
書
並
び
に
警
備
業
法
第
四
条
の
二
第
一
項
（
同
法
第
四
条
の
四
第
四
項
に
お

い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
提
出
さ
れ
て
い
る
認
定
申
請
書
及
び
認
定
証
更
新
申
請
書
の
添
付
書
類
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

３
　
こ
の
府
令
の
施
行
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
二
年
八
月
一
四
日
総
理
府
令
第
八
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
府
令
は
、
内
閣
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
一
年
法
律
第
八
十
八
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
三
年
一
月
六
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
三
年
三
月
二
六
日
内
閣
府
令
第
一
七
号
）

こ
の
府
令
は
、
平
成
十
三
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
五
年
三
月
七
日
内
閣
府
令
第
一
〇
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
府
令
は
、
警
備
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
百
八
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
五
年
三
月
三
十
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
規
定
は
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定

め
る
日
か
ら
施
行
す
る
。

一
　
第
二
条
の
規
定
　
商
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
（
平
成
十
四
年
法
律
第
四
十
五
号
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
五
年
四
月
一
日
）

二
　
第
一
条
中
警
備
業
法
施
行
規
則
第
四
十
五
条
第
一
項
の
改
正
規
定
（
「
結
果
」
の
下
に
「
（
そ
の
情
報
に
応
じ
て
警
備
員
を
現
場
に
向
か
わ
せ
た
場
合
に
あ
つ
て
は
、
当
該
受
信
の
時
か
ら
警
備
員
が
現
場
に
到
着
す
る
時
ま
で
に

要
し
た
時
間
を
含
む
。
）
」
を
加
え
る
部
分
に
限
る
。
）
及
び
第
四
十
六
条
第
一
項
の
改
正
規
定
　
平
成
十
五
年
六
月
一
日

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
府
令
の
施
行
の
際
現
に
警
備
業
法
第
四
条
の
二
第
一
項
後
段
（
同
法
第
四
条
の
四
第
四
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。
）
の
規
定
に
よ
り
認
定
申
請
書
又
は
認
定
証
更
新
申
請
書
に
添
付
し
て
提
出
さ
れ
て
い
る
第

一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
警
備
業
法
施
行
規
則
（
以
下
「
旧
令
」
と
い
う
。
）
第
四
条
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
書
類
（
同
号
ヘ
に
規
定
す
る
警
備
業
者
の
相
続
人
で
あ
る
未
成
年
者
で
警
備
業
に
関
し
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い

も
の
の
法
定
代
理
人
に
係
る
も
の
を
含
む
。
）
及
び
同
条
第
二
号
ハ
に
掲
げ
る
書
類
は
、
そ
れ
ぞ
れ
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
警
備
業
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新
令
」
と
い
う
。
）
第
四
条
第
一
項
第
一
号
ロ
に
掲
げ
る
書
類
（
同

号
ヘ
に
規
定
す
る
警
備
業
者
の
相
続
人
で
あ
る
未
成
年
者
で
警
備
業
に
関
し
営
業
の
許
可
を
受
け
て
い
な
い
も
の
の
法
定
代
理
人
に
係
る
も
の
を
含
む
。
）
及
び
同
項
第
二
号
ハ
に
掲
げ
る
書
類
と
み
な
す
。

第
三
条
　
こ
の
府
令
の
施
行
の
際
現
に
警
備
業
法
第
六
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
申
請
さ
れ
て
い
る
認
定
証
の
書
換
え
に
つ
い
て
は
、
新
令
第
十
七
条
の
二
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

第
四
条
　
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
際
現
に
警
備
業
法
第
十
一
条
の
九
及
び
第
十
二
条
の
規
定
に
よ
り
備
え
て
い
る
旧
令
第
四
十
五
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
並
び
に
旧
令
第
四
十
六
条

第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
は
、
そ
れ
ぞ
れ
新
令
第
四
十
五
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
書
類
並
び
に
新
令
第
四
十
六
条
第
一
項
第
一
号
及
び
第
二
号
に
掲
げ
る
書
類
と
み
な
す
。

第
五
条
　
旧
令
別
記
様
式
に
よ
る
書
面
は
、
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
は
、
そ
れ
ぞ
れ
対
応
す
る
新
令
別
記
様
式
（
新
令
別
記
様
式
第
一
号
、
別
記
様
式
第
四
号
及
び
別
記
様
式
第
六
号
に

あ
っ
て
は
、
附
則
第
一
条
第
一
号
に
定
め
る
日
以
後
は
、
そ
れ
ぞ
れ
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
警
備
業
法
施
行
規
則
別
記
様
式
第
一
号
、
別
記
様
式
第
四
号
及
び
別
記
様
式
第
六
号
）
に
よ
る
書
面
と
み
な
す
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
三
月
四
日
内
閣
府
令
第
一
六
号
）

こ
の
府
令
は
、
不
動
産
登
記
法
の
施
行
の
日
（
平
成
十
七
年
三
月
七
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
一
七
年
一
一
月
一
八
日
内
閣
府
令
第
一
〇
二
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
府
令
は
、
警
備
業
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
（
以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の
日
（
平
成
十
七
年
十
一
月
二
十
一
日
。
以
下
「
施
行
日
」
と
い
う
。
）
か
ら
施
行
す
る
。
た
だ
し
、
第
二
条
の
規
定
は
、
会
社

法
（
平
成
十
七
年
法
律
第
八
十
六
号
）
の
施
行
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
改
正
法
附
則
第
四
条
の
届
出
書
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
都
道
府
県
公
安
委
員
会
（
以
下
「
公
安
委
員
会
」
と
い
う
。
）
に
、
そ
れ
ぞ
れ
当
該
各
号
に
定
め
る
警
察
署
長
を
経
由
し
て
提
出
す
る
も
の
と
す
る
。

一
　
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
公
安
委
員
会
　
主
た
る
営
業
所
の
所
在
地
の
所
轄
警
察
署
長

二
　
主
た
る
営
業
所
の
所
在
す
る
都
道
府
県
以
外
の
都
道
府
県
の
区
域
内
に
営
業
所
を
設
け
て
い
る
場
合
に
お
い
て
、
当
該
営
業
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
公
安
委
員
会
　
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
後
の
警
備
業
法
施
行
規
則
（
以
下

「
新
令
」
と
い
う
。
）
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
警
察
署
長

三
　
主
た
る
営
業
所
の
所
在
す
る
都
道
府
県
以
外
の
都
道
府
県
の
区
域
内
で
警
備
業
務
（
新
令
第
十
四
条
に
規
定
す
る
警
備
業
務
を
除
く
。
）
を
行
っ
て
い
る
場
合
（
当
該
区
域
内
に
営
業
所
を
設
け
て
い
る
場
合
を
除
く
。
）
に
お
い

て
、
当
該
都
道
府
県
の
区
域
を
管
轄
す
る
公
安
委
員
会
　
新
令
第
十
一
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
経
由
す
べ
き
こ
と
と
さ
れ
た
警
察
署
長

13



２
　
前
項
の
届
出
書
の
様
式
は
、
別
記
様
式
の
と
お
り
と
す
る
。

３
　
第
一
項
第
一
号
又
は
第
二
号
に
掲
げ
る
公
安
委
員
会
に
提
出
す
る
こ
と
と
す
る
届
出
書
に
は
、
新
令
第
四
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
（
同
項
第
一
号
ハ
及
び
ニ
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い
て
は
、
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
公

安
委
員
会
に
届
出
書
を
提
出
す
る
場
合
に
限
る
。
）
を
添
付
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
た
だ
し
、
施
行
日
に
お
い
て
現
に
警
備
員
指
導
教
育
責
任
者
に
選
任
さ
れ
て
い
る
者
に
係
る
新
令
第
四
条
第
一
項
第
三
号
に
掲
げ
る
書
類
に
つ
い

て
は
、
添
付
す
る
こ
と
を
要
し
な
い
。

４
　
施
行
日
か
ら
六
月
を
経
過
す
る
日
ま
で
の
間
に
、
改
正
法
に
よ
る
改
正
後
の
警
備
業
法
第
七
条
第
一
項
の
更
新
を
申
請
し
た
者
は
、
第
一
項
第
一
号
に
掲
げ
る
公
安
委
員
会
に
対
す
る
改
正
法
附
則
第
四
条
の
届
出
書
を
提
出
し
た

も
の
と
み
な
す
。

第
三
条
　
改
正
法
に
よ
る
改
正
前
の
警
備
業
法
第
十
一
条
の
三
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
交
付
さ
れ
た
指
導
教
育
責
任
者
資
格
者
証
の
書
換
え
及
び
再
交
付
に
つ
い
て
は
、
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
か
ら
起
算
し
て
二
年
を
経
過
す
る
日
ま

で
の
間
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

別
記
様
式
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別記様式 ※資料区分 ※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 届出書 警備業法の一部を改正する法律（平成16年法律第50号）附則第4条の規定により届出をします。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会 認定証の番号 別紙 ※資料区分※認定証交付公安委員会 ※認定証の番号※受理警察署 ※警備業者名 （当該都道府県の区域内に設けている営業所） 名称 ※ 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1主たる営業所2その他の営業所 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 2．交通誘導警業務 警備業務3．空港保安警備業務 備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 の種別4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成年月日1．男 指導教育生年月日性別 責任者12342．女 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 名称 ※ その他の営業所 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成年月日1．男 指導教育生年月日性別 責任者12342．女 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 （当該都道府県の区域外に設けている営業所で、当該都道府県の区域内で行っている警備業務に係るもの） 名称 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1主たる営業所2その他の営業所 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成年月日1．男 指導教育生年月日性別 責任者12342．女 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 名称 その他の営業所 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成年月日1．男 指導教育生年月日性別 責任者12342．女 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 （当該都道府県の区域外に設けている営業所で、当該都道府県の区域内で行っている警備業務に係らないもの） 名称 所在地 電話（）―番 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1主たる営業所2その他の営業所 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成年月日1．男 指導教育生年月日性別 責任者12342．女 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 名称 その他の営業所 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成年月日1．男 指導教育生年月日性別 責任者12342．女 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2届出者は、氏名を記載し及び押印することに代えて、署名することができる。 3数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。（「警備業務の区分」欄及び「警備業務の種別」欄については、2以上の区分又は種別の警備業務を行う場合には、該当する数字すべてを〇で囲むこととし、そのうち主として行うものについては、◎とすること。）。 4営業所ごとの「警備業務の区分」欄及び「選任に係る警備業務の区分」欄中の「1号」とは法第2条第1項第1号の警備業務の区分を、「2号」とは同項第2号の警備業務の区分を、「3号」とは同項第3号の警備業務の区分を、「4号」とは同項第4号の警備業務の区分をいう。 5「警備業務の種別」欄中の「現金運搬警備業務」とは、貴重品運搬警備業務のうち現金の運搬に係るものをいう。その他の用語の意義については、警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号）第1条を参照すること。 6所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本工業規格A4とする。 
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附
　
則
　
（
平
成
二
〇
年
八
月
一
日
内
閣
府
令
第
四
八
号
）

こ
の
府
令
は
、
一
般
社
団
法
人
及
び
一
般
財
団
法
人
に
関
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
年
十
二
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
四
年
三
月
一
六
日
内
閣
府
令
第
七
号
）

こ
の
府
令
は
、
民
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
四
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
四
年
六
月
一
八
日
内
閣
府
令
第
三
九
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
府
令
は
、
出
入
国
管
理
及
び
難
民
認
定
法
及
び
日
本
国
と
の
平
和
条
約
に
基
づ
き
日
本
の
国
籍
を
離
脱
し
た
者
等
の
出
入
国
管
理
に
関
す
る
特
例
法
の
一
部
を
改
正
す
る
等
の
法
律
（
平
成
二
十
一
年
法
律
第
七
十
九
号
。

以
下
「
改
正
法
」
と
い
う
。
）
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
四
年
七
月
九
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
四
条
　
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
前
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

附
　
則
　
（
平
成
二
八
年
二
月
一
八
日
内
閣
府
令
第
七
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
府
令
は
、
地
方
自
治
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
平
成
二
十
八
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
警
備
業
法
施
行
規
則
に
規
定
す
る
様
式
に
よ
る
書
面
に
つ
い
て
は
、
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
後
の
警
備
業
法
施
行
規
則
に
規
定
す
る
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
な
お
こ
れ
を
使
用
す
る
こ
と

が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
五
月
二
四
日
内
閣
府
令
第
五
号
）

こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
六
月
二
一
日
内
閣
府
令
第
一
二
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
府
令
は
、
令
和
元
年
七
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法
施
行
規
則
、
道
路
交
通
法
施
行
規
則
、
火
薬
類
の
運
搬
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
指
定
射
撃
場
の
指
定
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
猟
銃
用
火
薬
類
等
の
譲
渡
、
譲
受
け
、
輸
入

及
び
消
費
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
自
動
車
安
全
運
転
セ
ン
タ
ー
法
施
行
規
則
、
核
燃
料
物
質
等
の
運
搬
の
届
出
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
放
射
性
同
位
元
素
等
の
運
搬
の
届
出
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
警
備
業
法
施
行
規
則
、
風
俗

営
業
等
の
規
制
及
び
業
務
の
適
正
化
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
許
可
申
請
書
の
添
付
書
類
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
探
偵
業
の
業
務
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
及
び
内
閣
総
理
大
臣
の
所
掌
に
係
る
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ

ー
シ
ョ
ン
創
出
の
活
性
化
に
関
す
る
内
閣
府
令
に
規
定
す
る
様
式
に
よ
る
書
面
に
つ
い
て
は
、
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
後
の
銃
砲
刀
剣
類
所
持
等
取
締
法
施
行
規
則
、
道
路
交
通
法
施
行
規
則
、
火
薬
類
の
運
搬
に
関
す
る
内
閣
府
令
、

指
定
射
撃
場
の
指
定
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
猟
銃
用
火
薬
類
等
の
譲
渡
、
譲
受
け
、
輸
入
及
び
消
費
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
自
動
車
安
全
運
転
セ
ン
タ
ー
法
施
行
規
則
、
核
燃
料
物
質
等
の
運
搬
の
届
出
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
放

射
性
同
位
元
素
等
の
運
搬
の
届
出
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
警
備
業
法
施
行
規
則
、
風
俗
営
業
等
の
規
制
及
び
業
務
の
適
正
化
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
許
可
申
請
書
の
添
付
書
類
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
、
探
偵
業
の
業
務
の
適

正
化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
及
び
内
閣
総
理
大
臣
の
所
掌
に
係
る
科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
創
出
の
活
性
化
に
関
す
る
内
閣
府
令
に
規
定
す
る
様
式
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
な
お
こ
れ
を
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
八
月
三
〇
日
内
閣
府
令
第
二
四
号
）

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
府
令
の
施
行
の
際
現
に
警
備
業
法
第
四
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
備
え
て
い
る
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
警
備
業
法
施
行
規
則
（
以
下
「
旧
令
」
と
い
う
。
）
第
六
十
六
条
第
一
項
第
五
号
及
び
第
六
号
に
掲
げ
る
書
類

（
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
前
に
終
了
し
た
教
育
期
（
旧
令
第
三
十
八
条
第
二
項
の
表
の
二
の
項
の
下
欄
に
規
定
す
る
教
育
期
を
い
う
。
次
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
の
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
後
の
警
備

業
法
施
行
規
則
（
以
下
「
新
令
」
と
い
う
。
）
第
六
十
六
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

２
　
こ
の
府
令
の
施
行
の
際
現
に
警
備
業
法
第
四
十
五
条
の
規
定
に
よ
り
備
え
て
い
る
旧
令
第
六
十
六
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
教
育
計
画
書
（
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
の
属
す
る
教
育
期
に
係
る
も
の
に
限
る
。
）
に
つ
い
て
の
新
令

第
六
十
六
条
第
二
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
当
該
年
度
が
終
了
し
た
後
に
お
い
て
も
、
そ
の
終
了
の
日
」
と
あ
る
の
は
、
「
警
備
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
（
令
和
元
年
内
閣
府
令
第
二
十
四

号
）
の
施
行
の
日
の
前
日
」
と
す
る
。

第
三
条
　
こ
の
府
令
の
施
行
の
日
の
属
す
る
年
度
の
新
令
第
六
十
六
条
第
一
項
第
五
号
に
掲
げ
る
教
育
計
画
書
に
つ
い
て
の
同
条
第
三
項
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
同
項
中
「
当
該
年
度
の
開
始
の
日
の
三
十
日
前
ま
で
に
備
え
て

お
か
な
け
れ
ば
」
と
あ
る
の
は
、
「
警
備
業
法
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令
（
令
和
元
年
内
閣
府
令
第
二
十
四
号
）
の
施
行
の
日
の
翌
日
か
ら
起
算
し
て
三
月
以
内
に
備
え
な
け
れ
ば
」
と
す
る
。

第
四
条
　
こ
の
府
令
の
施
行
前
に
し
た
行
為
及
び
附
則
第
二
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
こ
と
と
さ
れ
る
場
合
に
お
け
る
こ
の
府
令
の
施
行
後
に
し
た
行
為
に
対
す
る
罰
則
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
な
お
従
前
の
例

に
よ
る
。

附
　
則
　
（
令
和
元
年
一
〇
月
二
四
日
内
閣
府
令
第
三
六
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
府
令
は
、
成
年
被
後
見
人
等
の
権
利
の
制
限
に
係
る
措
置
の
適
正
化
等
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
附
則
第
一
条
第
二
号
に
掲
げ
る
規
定
の
施
行
の
日
（
令
和
元
年
十
二
月
十
四
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
二
年
一
二
月
二
八
日
内
閣
府
令
第
八
五
号
）
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（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
当
分
の
間
、
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

附
　
則
　
（
令
和
三
年
一
二
月
一
七
日
内
閣
府
令
第
七
五
号
）

（
施
行
期
日
）

１
　
こ
の
内
閣
府
令
は
、
民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
四
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２
　
民
法
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
附
則
第
二
条
第
三
項
の
規
定
又
は
同
法
附
則
第
三
条
第
三
項
の
規
定
に
よ
り
な
お
そ
の
効
力
を
有
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
同
法
に
よ
る
改
正
前
の
民
法
（
明
治
二
十
九
年
法
律
第
八
十
九
号
）
第
七
百

五
十
三
条
の
規
定
に
よ
り
成
年
に
達
し
た
も
の
と
み
な
さ
れ
た
十
八
歳
未
満
の
者
は
、
第
一
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
警
備
業
法
施
行
規
則
第
四
条
第
一
項
及
び
第
二
項
、
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
風
俗
営
業
等
の
規
制

及
び
業
務
の
適
正
化
等
に
関
す
る
法
律
に
基
づ
く
許
可
申
請
書
の
添
付
書
類
等
に
関
す
る
内
閣
府
令
第
一
条
並
び
に
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
後
の
探
偵
業
の
業
務
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
二
条
第
三
項
の
規
定
の

適
用
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
規
定
に
規
定
す
る
未
成
年
者
に
は
含
ま
れ
な
い
も
の
と
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
五
年
一
二
月
二
五
日
内
閣
府
令
第
八
五
号
）

こ
の
府
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

附
　
則
　
（
令
和
六
年
一
月
三
一
日
内
閣
府
令
第
六
号
）
　
抄

（
施
行
期
日
）

第
一
条
　
こ
の
府
令
は
、
デ
ジ
タ
ル
社
会
の
形
成
を
図
る
た
め
の
規
制
改
革
を
推
進
す
る
た
め
の
デ
ジ
タ
ル
社
会
形
成
基
本
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る
法
律
の
施
行
の
日
（
令
和
六
年
四
月
一
日
）
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

第
二
条
　
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
前
の
様
式
（
第
二
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
警
備
業
法
施
行
規
則
別
記
様
式
第
二
号
及
び
第
三
条
の
規
定
に
よ
る
改
正
前
の
探
偵
業
の
業
務
の
適
正
化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
別
記
様
式
第
四
号

を
除
く
。
次
項
に
お
い
て
「
旧
様
式
」
と
い
う
。
）
に
よ
り
使
用
さ
れ
て
い
る
書
類
は
、
当
分
の
間
、
こ
の
府
令
に
よ
る
改
正
後
の
様
式
に
よ
る
も
の
と
み
な
す
。

２
　
旧
様
式
に
よ
る
用
紙
に
つ
い
て
は
、
当
分
の
間
、
こ
れ
を
取
り
繕
っ
て
使
用
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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別
記
様
式
第
１
号
（
第
３
条
関
係
）

別記様式第1号（第3条関係）（平17内府令102・全改・一部改正、令元内府令5・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 ※認定証交付公安委員会※認定年月日 年月日 ※認定証の番号※更新年月日 年月日 認定 申請書 認定証更新 第5条第1項認定 警備業法の規定によりの申請をします。 第7条第1項認定証の有効期間の更新 年月日 公安委員会殿 申請者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 住所 電話（）―番※ 1．個人2．株式会社3．持分会社4．財団法人 法人等の種別 5．社団法人9．その他 （申請者が個人の場合のみ記載） 明治大正昭和平成令和年月日※ 生年月日 12345 （認定証の有効期間の更新の申請の場合のみ記載） 現に有する認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会 現に有する認定証の番号 別紙1当該都道府県の区域内に設けようとする営業所 ※資料区分※認定証交付公安委員会 ※認定証の番号※受理警察署 ※警備業者名 名称 ※ 主たる営業所 所在地 電話（）―番※ 設置年月 年月日 日 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 責任者12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 名称 ※ その他の営業所 所在地 電話（）―番※ 設置年月 年月日 日 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 責任者12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 別紙1当該都道府県の区域外に設けようとする営業所で、当該都道府県の区域内で行おうとする警備業務に係るもの 名称 所在地 その他の営業所 電話（）―番※ 当該区域内における警備業務の開始年月日 年月日 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 責任者12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 名称 所在地 その他の営業所 電話（）―番※ 当該区域内における警備業務の開始年月日 年月日 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 責任者12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 別紙1当該都道府県の区域外に設けようとする営業所で、当該都道府県の区域内で行おうとする警備業務に係らないもの 名称 所在地 その他の営業所 電話（）―番 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 責任者12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 名称 所在地 その他の営業所 電話（）―番 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 責任者12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 別紙2（申請者が法人の場合のみ記載） ※資料区分 フリガナ （） 氏名 住所 代表者 電話（）―番 明治大正昭和平成令和年月日※ 生年月日 12345 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する社 役職 員4．理事5．監事9．その他 フリガナ （） 氏名 役員 住所 電話（）―番 明治大正昭和平成令和年月日※ 生年月日 12345 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する社 役職 員4．理事5．監事9．その他 フリガナ （） 氏名 役員 住所 電話（）―番 明治大正昭和平成令和年月日※ 生年月日 12345 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する社 役職 員4．理事5．監事9．その他 フリガナ （） 氏名 役員 住所 電話（）―番 明治大正昭和平成令和年月日※ 生年月日 12345 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと（「警備業務の区分」欄及び「警備業務の種別」欄については、2以上の区分又は種別の警備業務を行う場合には、該当する数字すべてを〇で囲むこととし、そのうち主として行うものについては、◎とすること。）。 3営業所ごとの「警備業務の区分」欄及び「選任に係る警備業務の区分」欄中の「1号」とは法第2条第1項第1号の警備業務の区分を、「2号」とは同項第2号の警備業務の区分を、「3号」とは同項第3号の警備業務の区分を、「4号」とは同項第4号の警備業務の区分をいう。 4「警備業務の種別」欄中の「現金運搬警備業務」とは、貴重品運搬警備業務のうち現金の運搬に係るものをいう。その他の用語の意義については、警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号）第1条を参照すること。 5所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 
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別
記
様
式
第
３
号
　
削
除

別
記
様
式
第
４
号
（
第
１
１
条
関
係
）

別記様式第4号（第11条関係）（平17内府令102・全改、令元内府令5・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 ※届出種別1．管内営業所あり2．管内営業所なし ※営業開始年月日 年月日 営業所設置等届出書 警備業法第9条の規定により届出をします。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 住所 電話（）―番 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 認定証の番号 名称 主たる営業所 所在地 電話（）―番 （注）上記の「主たる営業所」欄には、主たる営業所が当該都道府県の区域外に所在し、かつ、当該都道府県の区域内で行おうとする警備業務に係らない場合に限って記載すること。なお、それ以外の場合の主たる営業所については、別紙1又はに記載すること。 別紙1当該都道府県の区域内に設けようとする営業所 ※資料区分※認定証交付公安委員会 ※認定証の番号※受理警察署 ※警備業者名 名称 ※ 所在地 電話（）―番※ 設置年月 年月日 日 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 警備業務 の種別 備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 1主たる営業所2その他の営業所 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員 明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 12345 責任者 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 名称 ※ 所在地 電話（）―番※ 設置年月 年月日 日 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 警備業務 の種別 備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 その他の営業所 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員 明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 12345 責任者 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 別紙1当該都道府県の区域内で行おうとする警備業務に係る営業所（当該都道府県の区域外に所在するものに限る。） 名称 所在地 電話（）―番※ 当該区域内における警備業務の開始年月日 年月日 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 警備業務 の種別 備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 1主たる営業所2その他の営業所 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員 明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 12345 責任者 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 名称 所在地 電話（）―番※ 当該区域内における警備業務の開始年月日 年月日 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 警備業務 の種別 備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 その他の営業所 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員 明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 12345 責任者 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 別紙2（届出者が法人の場合のみ記載） （フリガナ） 氏名 代表者 住所 電話（）―番 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する 役職 社員4．理事5．監事9．その他 （フリガナ） 役員 氏名 住所 電話（）―番 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する 役職 社員4．理事5．監事9．その他 （フリガナ） 役員 氏名 住所 電話（）―番 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する 役職 社員4．理事5．監事9．その他 （フリガナ） 役員 氏名 住所 電話（）―番 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する 役職 社員4．理事5．監事9．その他 （フリガナ） 役員 氏名 住所 電話（）―番 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する 役職 社員4．理事5．監事9．その他 （フリガナ） 役員 氏名 住所 電話（）―番 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと（「警備業務の区分」及び「警備業務の種別」欄については、2以上の区分又は種別の警備業務を行う場合には、該当する数字すべてを〇で囲むこととし、そのうち主として行うものについては、◎とすること。）。 3営業所ごとの「警備業務の区分」欄及び「選任に係る警備業務の区分」欄中の「1号」とは法第2条第1項第1号の警備業務の区分を、「2号」とは同項第2号の警備業務の区分を、「3号」とは同項第3号の警備業務の区分を、「4号」とは同項第4号の警備業務の区分をいう。 4「警備業務の種別」欄中の「現金運搬警備業務」とは、貴重品運搬警備業務のうち現金の運搬に係るものをいう。その他の用語の意義については、警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号）第1条を参照すること。 5所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 
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別記様式第5号（第15条関係）（平15内府令10・全改、平17内府令102・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 警備業廃止届出書 警備業法第10条第1項の規定により届出をします。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 1．個人2．株式会社3．持分会社4．財団法人 法人等の種別 5．社団法人9．その他 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 認定証の番号 廃止の年月日 年月日 廃止の事由 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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別記様式第6号（第17条関係）（平17内府令102・全改・一部改正、令元内府令5・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分 ※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 法第11条第1項変更届出書 警備業法第11条第1項の規定により届出をします。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 認定証の番号 主 た名称 る 営 業所在地 所電話（）―番 変更年月日 年月日 変更の事由 （氏名又は名称に変更があった場合） （フリガナ） 氏名又は名称 旧 1．個人2．株式会社3．持分会社4．財団法人 法人等の種別 5．社団法人9．その他 （フリガナ） 氏名又は名称 新 1．個人2．株式会社3．持分会社4．財団法人 法人等の種別 5．社団法人9．その他 （住所に変更があつた場合） 旧住所 新住所 電話（）―番※ 別紙1現に設けている営業所の名称等に変更があつた場合 ※資料区分※認定証交付公安委員会 ※認定証の番号※受理警察署 警備業者 ※ 名 変更年月 ※ 年月日 日 名称 ※ 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 変更に係る営業所 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 （営業所の名称、所在地又は当該営業所において取り扱う警備業務の区分に変更があつた場合） 名称 所在地 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 旧 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 （警備員指導教育責任者に係る事項に変更があつた場合） （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 旧 住所 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 新明治大正昭和平成令和年月日 生年月日 12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 別紙1営業所を設けた場合 ※資料区分※認定証交付公安委員会 ※認定証の番号※受理警察署 警備業者 ※ 名 設置年月 ※ 年月日 日 （当該都道府県の区域内に設けた営業所） 名称 ※ 所在地 電話（）―番※ 警備業務の区 1号2号3号4号 分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務の種2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員指導明治大正昭和平成令和年月日 生年月日 教育責任者12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 （当該都道府県の区域外に設けた営業所で、当該都道府県の区域内で行う警備業 務に係るもの） 名称 所在地 電話（）―番 当該区域内における警備業務の開始年月日年月日 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 その他の営業所 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番 警備員明治大正昭和平成令和年月日 生年月日 指導教育12345 責任者 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 （当該都道府県の区域外に設けた営業所で、当該都道府県の区域内で行う警備業 務に係らないもの） 名称 所在地 電話（）―番 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 その他の営業所 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名状況2．兼任 住所 電話（）―番 警備員 明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 12345 責任者 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 別紙1営業所を廃止した場合 ※資料区分※認定証交付公安委員会 ※認定証の番号※受理警察署 ※警備業者名 ※廃止年月日 年月日 （当該都道府県の区域内に設けていた営業所） 名称 ※ 所在地 ※ 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 （当該都道府県の区域外に設けていた営業所で、当該都道府県の区域内で行つていた警備業務に係るもの） 名称 所在地 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 （当該都道府県の区域外に設けていた営業所で、当該都道府県の区域内で行つていた警備業務に係らないもの） 名称 所在地 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 別紙2法人の代表者又は役員の氏名等に変更があつた場合 ※資料区分 （フリガナ） 氏名 旧 住所 明治大正昭和平成令和年月日 生年月日 12345 代表者 （フリガナ） 氏名 新 住所 電話（）―番※ 明治大正昭和平成令和年月日※ 生年月日 12345 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する社員 役職 4．理事5．監事9．その他 （フリガナ） 氏名 旧 住所 明治大正昭和平成令和年月日 生年月日 12345 役員 1．取締役又は執行役2．監査役3．業務を執行する社員 役職 4．理事5．監事9．その他 （フリガナ） 氏名 新 住所 電話（）―番※ 明治大正昭和平成令和年月日※ 生年月日 12345 （注）役員の就任又は退任のみがあつた場合には、それぞれ上記の「新」欄又は「旧」欄の一方に記載すること。 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。（「警備業務の区分」欄及び「警備業務の種別」欄については、2以上の区分又は種別の警備業務を行う場合には、該当する数字すべてを〇で囲むこととし、そのうち主として行うものについては、◎とすること。）。 3営業所ごとの「警備業務の区分」欄及び「選任に係る警備業務の区分」欄中の「1号」とは法第2条第1項第1号の警備業務の区分を、「2号」とは同項第2号の警備業務の区分を、「3号」とは同項第3号の警備業務の区分を、「4号」とは同項第4号の警備業務の区分をいう。 4「警備業務の種別」欄中の「現金運搬警備業務」とは、貴重品運搬警備業務のうち現金の運搬に係るものをいう。その他の用語の意義については、警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号）第1条を参照すること。 5所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 
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別記様式第7号（第21条関係）（平17内府令102・全改、令元内府令5・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分 ※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 ※届出種別1．管内営業所あり2．管内営業所なし 法第11条第4項変更届出書 警備業法第11条第4項において準用する同条第1項の規定により届出をします。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 認定証の番号 名称 主たる営業所 所在地 電話（）―番 変更年月日 年月日 変更の事由 （認定証を交付した公安委員会の名称又は認定証の番号に変更があつた場合） 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会 旧 認定証の番号 （警備業法施行規則第21条第2項第2号に掲げる場合に該当した場合） 名称 変更に係る営業所 所在地 ※ 変更事項の1．当該警備業務を行う2．当該警備業務を行わない 種別こととなつたこと。こととなつたこと。 別紙1当該都道府県の区域内に所在する営業所の名称等に変更があつた場合 ※資料区分※認定証交付公安委員会 ※認定証の番号※受理警察署 警備業者 ※ 名 変更年月 ※ 年月日 日 名称 ※ 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 変更に係る営業所 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 警備業務 の種別 備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 （営業所の名称、所在地又は当該営業所において取り扱う警備業務の区分に変更があつた場合） 名称 所在地 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 旧 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 警備業務 の種別 備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 （警備員指導教育責任者に係る事項に変更があつた場合） （フリガナ） 1．専任 配置状況 氏名2．兼任 旧 住所 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 （フリガナ） 1．専任 配置状況 氏名2．兼任 住所 電話（）―番※ 明治大正昭和平成令和年月日 新生年月日 12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 別紙2当該都道府県の区域内において営業所を設け又は廃止した場合 ※資料区分※認定証交付公安委員会 ※認定証の番号※受理警察署 警備業者 ※ 名 設置年月 ※ 年月日 日 廃止年月 ※ 年月日 日 （営業所を設けた場合） 名称 ※ 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 その他の営業所 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名 状況2．兼任 住所 電話（）―番 警備員 明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 12345 責任者 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 選任に係る資格者証の番号 （営業所を廃止した場合） 名称 ※ 所在地 ※ 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 別紙3当該都道府県の区域内で行う警備業務に係る営業所（当該都道府県の区域外に所在するものに限る。）の名称等に変更があつた場合 ※資料区分 名称 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 変更に係る営業所 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 （営業所の名称、所在地又は当該営業所において取り扱う警備業務の区分に変更があつた場合） 名称 所在地 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 旧 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の他の貴重品運搬 警備業務2．交通誘導警警備業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 5．その他 4．その他 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 （警備員指導教育責任者に係る事項に変更があつた場合） （フリガナ） 配置1．専任 氏名 状況2．兼任 旧 住所 （選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 （フリガナ） 配置1．専任 氏名 状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 明治大正昭和平成令和年月日 生年月日 新12345 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 別紙4当該都道府県の区域内で、当該都道府県の区域外に所在する営業所に係る警備業務を行い又は行わないこととなつた場合 ※資料区分 （当該警備業務を行うこととなつた場合） 名称 所在地 電話（）―番※ 警備業務 1号2号3号4号 の区分 1．住宅に係る機械警備業務1．雑踏警備業1．現金運搬警備業務 務 2．1．以外の機械警備業務2．1．以外の貴重品運搬警備 警備業務2．交通誘導警業務 3．空港保安警備業務 の種別備業務 3．核燃料物質等危険物運搬警 4．施設警備業務 3．その他備業務 変更に係る営業所 5．その他 4．その他 （フリガナ） 配置1．専任 氏名 状況2．兼任 住所 電話（）―番※ 警備員 明治大正昭和平成令和年月日 指導教育生年月日 12345 責任者 選任に係る警備業務の区分1号2号3号4号 選任に係る資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 選任に係る資格者証の番号 （当該警備業務を行わないこととなつた場合） 名称 変更に係る営業所 所在地 ※ 種別1．主たる営業所2．その他の営業所 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。（「警備業務の区分」欄及び「警備業務の種別」欄については、2以上の区分又は種別の警備業務を行う場合には、該当する数字すべてを〇で囲むこととし、そのうち主として行うものについては、◎とすること。）。 3営業所ごとの「警備業務の区分」欄及び「選任に係る警備業務の区分」欄中の「1号」とは法第2条第1項第1号の警備業務の区分を、「2号」とは同項第2号の警備業務の区分を、「3号」とは同項第3号の警備業務の区分を、「4号」とは同項第4号の警備業務の区分をいう。 4「警備業務の種別」欄中の「現金運搬警備業務」とは、貴重品運搬警備業務のうち現金の運搬に係るものをいう。その他の用語の意義については、警備員等の検定等に関する規則（平成17年国家公安委員会規則第20号）第1条を参照すること。 5所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 
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別記様式第8号（第21条、第56条関係）（平15内府令10・全改、平17内府令102・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 ※届出種別1．管内営業所あり2．管内営業所なし 都道府県内廃止届出書 第11条第4項において準用する同条第1項 警備業法の規定により届出をしま 第41条 す。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 認定証の番号 都道府県内廃止1．当該都道府県の区域内2．当該都道府県の区域内に の種別において警備業務を行おいて機械警備業務を行 わないこととなつたこわないこととなつたこ と。と。 都道府県内廃止の年月日 年月日 都道府県内廃止 の事由 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  

47



別
記
様
式
第
９
号
（
第
２
８
条
関
係
）

別記様式第9号（第28条関係）（平15内府令10・追加、平17内府令102・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※受理警察署署 ※受理番号※受理年月日 年月日 服装届出書 警備業法第16条第2項の規定により届出をします。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会 認定証の番号 色型式 服 装 標位置型式 章 当該服装を用いて行 う警備業務の内容 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2「服装」欄には、服装の種類ごとに記載すること。 3「型式」欄には、図示して記載するものとし、標章については、その大きさを明示すること。 4「当該服装を用いて行う警備業務の内容」欄には、当該警備業務の具体的な内容及び当該警備業務が海上に及ぶ場合にあつてはその旨を記載すること。 5所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 
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別記様式第10号（第28条関係）（平15内府令10・追加、平17内府令102・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※受理警察署署 ※受理番号※受理年月日 年月日 護身用具届出書 警備業法第17条第2項において準用する同法第16条第2項の規定により届出をします。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会 認定証の番号 種類 護 規格 身 機能 用 使用基準 具 当該護身用具を携帯し て行う警備業務の内容 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2「護身用具」欄には、護身用具の種類ごとに記載すること。 3「規格」欄には、当該護身用具の大きさ、重さ、材質、構造等を記載すること。 4「機能」欄には、当該護身用具についての用法、使用した場合の効果等を記載すること。 5「当該護身用具を携帯して行う警備業務の内容」欄には、当該警備業務の具体的な内容を記載すること。 6所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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別記様式第11号（第32条関係）（平15内府令10・追加、平17内府令102・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※受理警察署署 ※受理番号※受理年月日 年月日 服装 変更届出書 護身用具 第16条第3項 警備業法において準用する同法第11条第1項の規定により届出を 第17条第2項 します。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会 認定証の番号 変更事項の種別1．服装に係る事項2．護身用具に係る事項 変更年月日 年月日 新旧 変更事項 変 更 の 事 由 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。 3所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  

51



別
記
様
式
第
１
２
号
（
第
４
１
条
関
係
）

別記様式第12号（第41条関係）（平6総府令9・一部改正、平15内府令10・旧別記様式第9号繰下、平17内府令102・令元内府令12・一部改正） 第号 警備員指導教育責任者資格者証 警備業務の区分 本籍 氏名 年月日生 警備業法第22条第1項に規定する警備員指導教育責任者としての資格を有 する者であることを証する。 年月日 公安委員会 備考 1用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 2中央部に日章の地模様を入れる。  
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別記様式第13号（第42条、第63条関係）（平17内府令102・全改、令元内府令5・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 ※資格1．警備員指導教育責任者2．機械警備業務管理者 ※資格者証交付年月日※種別 年月日 ※資格者証交付公安委員会※資格者証の番号 警備員指導教育責任者 資格者証交付申請書 機械警備業務管理者 警備業法施行規則第42条第1項 第63条第1項において準用する同令第42条第1項 の規定により警備員指導教育責任者 機械警備業務管理者 資格者証の交付を申請します。 年月日 公安委員会殿 申請者の氏名 （フリガナ） 氏名 住所 電話（）―番 年月日 明治大正昭和平成令和 生年月日 12345 ※ 本籍又は国籍 講習を行つた公安委員会の名称公安委員会 講習 修了証明書の番号 修了証明書の交付年月日 年月日 （警備員指導教育責任者資格者証の交付を受けようとする場合） 受けようとする警備員指導教育責任者資格者証に 1号2号3号4号 係る警備業務の区分 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。 3「講習」欄の記載は、警備員指導教育責任者講習又は機械警備業務管理者講習の課程を修了した者のみ行うこと。 4「受けようとする警備員指導教育責任者資格者証に係る警備業務の区分」欄中の「1号」とは法第2条第1項第1号の警備業務の区分を、「2号」とは同項第2号の警備業務の区分を、「3号」とは同項第3号の警備業務の区分を、「4号」とは同項第4号の警備業務の区分をいう。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 
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別記様式第14号（第43条、第63条関係）（平17内府令102・全改、令元内府令5・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 ※資格1．警備員指導教育責任者2．機械警備業務管理者 ※種別※資格者証交付公安委員会 ※書換え年月日 年月日 警備員指導教育責任者 資格者証書換え申請書 機械警備業務管理者 警備業法第22条第5項 第42条第3項において準用する同法第22条第5項 の規定により警備員 機械警 指導教育責任者 備業務管理者 資格者証の書換えを申請します。 年月日 公安委員会殿 申請者の氏名 （フリガナ） 氏名 住所 電話（）―番 年月日 明治大正昭和平成令和 生年月日 12345 ※ 本籍又は国籍 警備員指導教育責任者 資格者証の番号 機械警備業務管理者 書換えを申請 する事由 （警備員指導教育責任者資格者証の書換えの場合） 警備員指導教育責任者資格者証に係る警備業務の 1号2号3号4号 区分 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。 3「書換えを申請する事由」欄には、変更事項が明確に分かるように新旧の別を記載すること。 4「警備員指導教育責任者資格者証に係る警備業務の区分」欄中の「1号」とは法第2条第1項第1号の警備業務の区分を、「2号」とは同項第2号の警備業務の区分を、「3号」とは同項第3号の警備業務の区分を、「4号」とは同項第4号の警備業務の区分をいう。 5所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 
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別記様式第15号（第43条、第63条関係）（平17内府令102・全改、令元内府令5・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 ※資格1．警備員指導教育責任者2．機械警備業務管理者 ※種別※資格者証交付公安委員会 ※再交付年月日 年月日 警備員指導教育責任者 資格者証再交付申請書 機械警備業務管理者 警備業法第22条第6項 第42条第3項において準用する同法第22条第6項 の規定により警備員 機械警 指導教育責任者 備業務管理者 資格者証の再交付を申請します。 年月日 公安委員会殿 申請者の氏名 （フリガナ） 氏名 住所 電話（）―番 年月日 明治大正昭和平成令和 生年月日 12345 本籍又は国籍 警備員指導教育責任者 資格者証の番号 機械警備業務管理者 再交付を申請 する事由 （警備員指導教育責任者資格者証の再交付の場合） 警備員指導教育責任者資格者証に係る警備業務の 1号2号3号4号 区分 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2不要の文字は、横線で消すこと。ただし、数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。 3「再交付を申請する事由」欄には、亡失又は滅失の状況を記載すること。 4「警備員指導教育責任者資格者証に係る警備業務の区分」欄中の「1号」とは法第2条第1項第1号の警備業務の区分を、「2号」とは同項第2号の警備業務の区分を、「3号」とは同項第3号の警備業務の区分を、「4号」とは同項第4号の警備業務の区分をいう。 5所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 
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別記様式第16号（第45条関係）（平17内府令102・追加、令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※登録番号 ※登録年月日 年月日 登録 申請書 登録更新 第24条登録 警備業法の規定により 第27条第2項において準用する同法第24条登録の更新 の申請をします。 年月日 国家公安委員会殿 申請者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 住所 電話（）―番 講習会業務を 行う事務所の 所在地 電話（）―番 法人である場 合の代表者の 氏名 講習会業務を開始しようとする年月日年月日 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2不要の文字は、横線で消すこと。 3所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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別記様式第17号（第52条関係）（平17内府令102・追加） （表） ↑ 第号 身分証明書 官職 写真氏名 54．0 上記の者は、警備業法第38条第1項の規定による立入検査に従事する職 員であることを証明する。 年月日 国家公安委員会 ↓ 85．6 （裏） 警備業法（抜粋） （立入検査） 第38条国家公安委員会は、この法律の施行に必要な限度において、警察 庁の職員に登録講習機関の事務所に立ち入り、業務の状況又は帳簿、書 類その他の物件を検査させることができる。 2前項の規定により職員が立入検査をする場合においては、その身分を 示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 3第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められた ものと解釈してはならない。 第58条次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処す る。 一～七略 八第37条若しくは第46条の規定による報告若しくは資料の提出をせ ず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は第38条第1項 若しくは第47条第1項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避 した者 九・十略 備考図示の長さの単位は、ミリメートルとする。  
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別記様式第18号（第53条関係）（平17内府令102・全改・旧別記様式第16号繰下、平28内府令7・令元内府令5・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 機械警備業務開始届出書 警備業法第40条の規定により届出をします。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 住所 （電話（）―番 （フリガナ） 法人にあつては、 その代表者の氏名 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 認定証の番号 （当該都道府県の区域内に設けようとする基地局） 名称 ※ 所在地 電話（）―番※ 設置年月日 年月日 （フリガナ） 基地局 氏名 住所 機械警 備業務 電話（）―番 管理者 生年月日年月日 明治大正昭和平成令和 12345 資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 ※ 資格者証の番号 名称 所在地 待機所 電話（）―番※ 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） 名称 所在地 待機所 電話（）―番※ 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） 別紙当該都道府県の区域内で行おうとする機械警備業務に係る基地局で、当該都道府県の区域外に所在するもの 名称 所在地 電話（）―番 基地局当該区域内における機械警備業務の開始年月日 年月日 （フリガナ） 機械警 氏名 備業務 住所 管理者 電話（）―番 名称 所在地 待機所 電話（）―番 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） 名称 所在地 待機所 電話（）―番 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） 名称 所在地 待機所 電話（）―番 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） 名称 所在地 待機所 電話（）―番 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） 名称 所在地 待機所 電話（）―番 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） 記載要領 1※印欄には、記載しないこと。 2数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。 3所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。
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別記様式第19号（第56条関係）（平17内府令102・全改・旧別記様式第17号繰下、平28内府令7・令元内府令5・令元内府令12・令2内府令85・一部改正） ※資料区分 ※受理警察署（署） ※受理番号※受理年月日 年月日 機械警備業務変更届出書 警備業法第41条の規定により届出をします。 年月日 公安委員会殿 届出者の氏名又は名称及び住所 （フリガナ） 氏名又は名称 認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 認定証の番号 変更年月日 年月日 変更の事由 （認定証を交付した公安委員会の名称又は認定証の番号に変更があつた場合） 旧認定証を交付した公安委員会の名称公安委員会 認定証の番号 別紙1当該都道府県の区域内に所在する基地局の名称等に変更があつた場合 ※資料区分 名称 ※ 変更に係る基地局 所在地 電話（）―番※ （基地局の名称又は所在地に変更があつた場合） 名称 旧 所在地 （機械警備業務管理者に係る事項に変更があつた場合） （フリガナ） 氏名 旧 住所 （フリガナ） 氏名 住所 新 電話（）―番※ 年月日 明治大正昭和平成令和 生年月日 12345 資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会※ 資格者証の番号 （待機所に係る事項に変更があつた場合） 名称 旧 所在地 ※ 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） 名称 新 所在地 電話（）―番※ 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） （注）待機所の設置又は廃止のみがあつた場合には、それぞれ上記の「新」欄又は「旧」欄の一方に記載すること。 別紙2当該都道府県の区域内において基地局を設け又は廃止した場合 ※資料区分 （基地局を設けた場合） 名称 ※ 所在地 電話（）―番※ （フリガナ） 氏名 住所 機械警備 業務管理 者 電話（）―番 変更に係る基地局年月日 明治大正昭和平成令和 生年月日 12345 資格者証を交付した公安委員会の名称公安委員会 ※ 資格者証の番号 名称 待機所 所在地 電話（）―番※ 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） （基地局を廃止した場合） 名称 ※ 変更に係る基地局 所在地 ※ 別紙3当該都道府県の区域内で行う機械警備業務に係る基地局（当該都道府県の区域外に所在するものに限る。）の名称等に変更があつた場合 名称 変更に係る基地局 所在地 電話（）―番 （基地局の名称又は所在地に変更があつた場合） 名称 旧 所在地 （機械警備業務管理者に係る事項に変更があつた場合） （フリガナ） 氏名 旧 住所 （フリガナ） 氏名 新 住所 電話（）―番 （待機所に係る事項に変更があつた場合） 名称 旧所在地 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） 名称 新所在地 電話（）―番 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） （注）待機所の設置又は廃止のみがあつた場合には、それぞれ上記の「新」欄又は「旧」欄の一方に記載すること。 別紙4当該都道府県の区域内で、当該都道府県の区域外に所在する基地局に係る機械警備業務を行い又は行わないこととなつた場合 （当該機械警備業務を行うこととなつた場合） 名称 所在地 電話（）―番 （フリガナ） 氏名 機械警備業 務管理者 変更に係る基地局 住所 電話（）―番 名称 待機所 所在地 警備業務対象施設の所在する市町村の名称 （指定都市にあつては、区又は総合区の名称） （当該機械警備業務を行わないこととなつた場合） 名称 変更に係る基地局 所在地 記載要項 1※印欄には、記載しないこと。 2数字を付した欄は、該当する数字を〇で囲むこと。 3所定の欄に記載し得ないときは、別紙に記載の上、これを添付すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 
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別記様式第20号（第62条関係）（平6総府令9・一部改正、平15内府令10・旧別記様式第13号繰下、平17内府令102・旧別記様式第18号繰下・一部改正、令元内府令12・一部改正） 第号 機械警備業務管理者資格者証 本籍 氏名 年月日生 警備業法第42条第1項に規定する機械警備業務管理者としての資格を有す る者であることを証する。 年月日 公安委員会 備考 1用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。 2中央部に日章の地模様を入れる。  
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別記様式第21号（第64条関係）（平6総府令9・一部改正、平15内府令10・旧別記様式第15号繰下、平17内府令102・旧別記様式第19号繰下・一部改正、平28内府令7・令元内府令12・一部改正） 警備業務対象 待機所の名称及び所在地市町村の名称 施設の数 記載要領 「市町村の名称」欄には、指定都市にあつては、区又は総合区の名称を記載すること。 備考 用紙の大きさは、日本産業規格A4とする。  
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別記様式第22号（第70条関係）（平17内府令102・追加） （表） ↑ 第号 身分証明書 官職 写真氏名 54．0 上記の者は、警備業法第47条第1項の規定による立入検査に従事する警 察職員であることを証明する。 年月日 公安委員会 ↓ ←85．6→ （裏） 警備業法（抜粋） （立入検査） 第38条国家公安委員会は、この法律の施行に必要な限度において、警察 庁の職員に登録講習機関の事務所に立ち入り、業務の状況又は帳簿、書 類その他の物件を検査させることができる。 2前項の規定により職員が立入検査をする場合においては、その身分を 示す証明書を携帯し、関係者に提示しなければならない。 3第1項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められた ものと解釈してはならない。 （立入検査） 第47条公安委員会は、この法律の施行に必要な限度において、警察職員 に警備業者の営業所、基地局又は待機所に立ち入り、業務の状況又は帳 簿、書類その他の物件を検査させることができる。 2第38条第2項及び第3項の規定は、前項の規定による立入検査につい て準用する。 第58条次の各号のいずれかに該当する者は、30万円以下の罰金に処する。 一～七略 八第37条若しくは第46条の規定による報告若しくは資料の提出をせ ず、若しくは虚偽の報告若しくは資料の提出をし、又は第38条第1項 若しくは第47条第1項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避 した者 九・十略 備考図示の長さの単位は、ミリメートルとする。  
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